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1. 概要 

 本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「4.1 地震力の算定法 (2) 動的

地震力」及びⅥ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」

に基づき，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，施設が有する耐震性に及ぼす

影響について評価した結果を説明するものである。 

 

2. 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる地震動 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価には，基準地震動Ｓｓを用い

る。基準地震動Ｓｓは，Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」

による。 

 ここで，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準地震動 

Ｓｓは，複数の基準地震動Ｓｓにおける地震動の特性及び包絡関係を，施設の特性による

影響も考慮したうえで確認し，本影響評価に用いる。 

 

3. 各施設における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価結果 

3.1 建物・構築物 

3.1.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

(1) 耐震評価上の構成部位の整理 

 建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，各建物・構築物において，

該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認した。確認した結果を表 3－1－1 に

示す。 

 

(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特性の整理 

 建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平 2 方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響が想定される応答特性を整理した。応答特性は，荷重の組合

せによる影響が想定されるもの及び 3 次元的な建物挙動から影響が想定されるもの

に分けて整理した。整理した結果を表 3－1－2 及び表 3－1－3 に示す。 

 なお，隣接する上位クラスの建物・構築物への波及的影響防止のための建物・構

築物の評価は，上位クラスの建物・構築物との相対変位による衝突の有無の判断が

基本となる。そのため，せん断及び曲げ変形評価を行うこととなり，壁式構造では

耐震壁（ラーメン構造では柱，はり）を主たる評価対象部位とし，その他の構成部

位については抽出対象に該当しない。 

 

(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

 表 3－1－1 に示す耐震評価上の構成部位のうち，表 3－1－2 に示す荷重の組合せ

による応答特性により，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定
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される部位を抽出した。抽出した結果を表 3－1－4 に示す。 

 応答特性①-1「直交する水平 2 方向の荷重が，応力として集中」する部位として，

排気筒及び 1 号機排気筒の柱（隅部）並びに原子炉建物，制御室建物，タービン建

物，廃棄物処理建物，排気筒，緊急時対策所及びガスタービン発電機建物の基礎（矩

形）を抽出した。 

 また，応答特性①-2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」す

る部位としては，燃料プールの壁（一般部）並びに原子炉建物，タービン建物，廃棄

物処理建物，1 号機原子炉建物，1 号機タービン建物及び 1 号機廃棄物処理建物の壁

（地下部）を抽出した。 

 

(4) 3 次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

 表 3－1－1 に示す耐震評価上の構成部位のうち，荷重の組合せによる応答特性が

想定される部位として抽出されなかった部位について，表 3－1－3 に示す 3 次元的

な応答特性により，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される部

位を抽出した。抽出した結果を表 3－1－5 に示す。 

 応答特性②-1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」可能性があ

る部位として，原子炉建物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）を抽出した。 

 応答特性②-2「加振方向以外の方向に励起される振動」が発生する可能性がある

部位として，抽出する部位はなかった。 
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表 3－1－1(1) 各建物・構築物における耐震評価上の構成部位 

耐震性評価部位 

原子炉建物 

制御室建物 

タービン建物 
廃棄物 

処理建物 
排気筒 

緊急時 

対策所 

ガスタービン 

発電機建物  
燃料 

プール 
上部鉄骨  上部鉄骨 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 S造，RC造 RC造 
S造，SRC造，

RC造 

柱 

一般部 ○ － ○ ○ ○ ○ ○ 
○（筒身， 

補助柱） 
○ ○ 

隅部 ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○（主柱材） ○ ○ 

地下部 ○ － － － ○ － ○ － － － 

はり 

一般部 ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○（水平材） ○ ○ 

地下部 ○ － － － ○ － ○ － － － 

鉄骨 

トラス 
－ － ○ － － ○ － － － － 

壁 

一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 

円筒部 ○ － － － － － － － － － 

地下部 ○ － － － ○ － ○ － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ － － － － － － ○（斜材） － － 

床・ 

屋根 
一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 

基礎 
矩形 ○ － － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ○：対象の構造部材あり，－：対象の構造部材なし 
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表 3－1－1(2) 各建物・構築物における耐震評価上の構成部位 

耐震性評価部位 

１号機原子炉建物 １号機タービン建物 １号機 

廃棄物 

処理建物 

サイトバンカ 

建物 

サイトバンカ 

建物(増築部) 

１号機 

排気筒 

排気筒 

モニタ室 

ディーゼル燃料 

移送ポンプエリア 

防護対策設備 
 上部鉄骨  上部鉄骨 

RC造 
S造, 

RC造 
RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 
S造，SRC造，

RC造 
RC造 S造，RC造 RC造 S造 

柱 

一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（筒身） － ○ 

隅部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（主柱材） － ○ 

地下部 ○ － ○ － ○ － － － － － 

はり 

一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（水平材） ○ ○ 

地下部 ○ － ○ － ○ － － － － － 

鉄骨 

トラス 
－ ○ － ○ － － － － － － 

壁 

一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 

円筒部 ○ － － － － － － － － － 

地下部 ○ － ○ － ○ － － － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ ○ － － － － － ○（斜材） － ○ 

床・ 

屋根 
一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 

基礎 
矩形 ○ － ○ － ○ ○ ○ ○ ○ － 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ○：対象の構造部材あり，－：対象の構造部材なし 
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表 3－1－2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される応答特性 

（荷重の組合せによる応答特性） 

荷重の組合せによる 

応答特性 
影響想定部位 

①-1 

直交する水平 

2 方向の荷重

が，応力とし

て集中 

応力の集中する隅柱等 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-2 

面内方向の 

荷重を負担 

しつつ， 

面外方向の 

荷重が作用 

土圧を負担する地下耐震壁等 

水圧を負担するプール壁等 

（例） 

 

 

 

 

 

 

  

荷重 

荷重 

荷重 

荷重 

応力が集中 

壁 

（隅柱）       （円筒壁） 

x 

y 

x 

y 

応力が集中 
荷重 

荷重 

水平荷重 水平荷重 

x y 
z 

（矩形の基礎スラブ） 

x 

y 

面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 

耐震壁 

x 

y 
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表 3－1－3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される応答特性 

（3 次元的な応答特性） 

3次元的な応答特性 影響想定部位 

②-1 

面内方向の 

荷重に加え， 

面外慣性力 

の影響が大 

きい 

大スパン又は吹き抜け部に設置された部位 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-2 

加振方向以 

外の方向に 

励起される 

振動 

塔状構造物等を含む，ねじれ挙動が想定される建物・構築物 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（耐震構造部材） 

面内荷重 

面外慣性力 

耐震構造部材 

x 

y 

（鉄骨トラス） 

面内荷重 
面外慣性力 

x 
y z 

x 
y 

z 

x 

y 

（壁）        （鉄骨架構） 

面内荷重 
柱 ブレース 

x 

y 

（床・屋根）         （ブレース） 

耐震構造部材 

荷重 

x 

y 

荷重 
スラブ 

壁 
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表 3－1－4(1) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（荷重の組合せによる応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

原子炉建物 

制御室建物 

タービン建物 
廃棄物 

処理建物 
排気筒 

緊急時 

対策所 

ガスタービン 

発電機建物  
燃料 

プール 
上部鉄骨  上部鉄骨 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 S造，RC造 RC造 
S造，SRC造，

RC造 

柱 

一般部 該当なし － 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

隅部 該当なし － 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 要①-1 該当なし 該当なし 

地下部 該当なし － － － 該当なし － 該当なし － － － 

はり 

一般部 該当なし － 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

地下部 該当なし － － － 該当なし － 該当なし － － － 

鉄骨 

トラス 
－ － 該当なし － － 該当なし － － － － 

壁 

一般部 該当なし 要①-2 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし 該当なし 

円筒部 該当なし － － － － － － － － － 

地下部 要①-2 － － － 要①-2 － 要①-2 － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ － － － － － － 該当なし － － 

床・ 

屋根 
一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし 該当なし 

基礎 
矩形 要①-1 － － 要①-1 要①-1 － 要①-1 要①-1 要①-1 要①-1 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ・要：評価必要 ・不要：評価不要 

 ・「①-1」：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」       ・「①-2」：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 
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表 3－1－4(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（荷重の組合せによる応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

１号機原子炉建物 １号機タービン建物 １号機 

廃棄物 

処理建物 

サイトバンカ 

建物 

サイトバンカ 

建物(増築部) 

１号機 

排気筒 

排気筒 

モニタ室 

ディーゼル燃料 

移送ポンプエリア 

防護対策設備 
 上部鉄骨  上部鉄骨 

RC造 
S造, 

RC造 
RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 
S造，SRC造，

RC造 
RC造 S造，RC造 RC造 S造 

柱 

一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし 

隅部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 要①-1 － 該当なし 

地下部 該当なし － 該当なし － 該当なし － － － － － 

はり 

一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

地下部 該当なし － 該当なし － 該当なし － － － － － 

鉄骨 

トラス 
－ 該当なし － 該当なし － － － － － － 

壁 

一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし － 

円筒部 該当なし － － － － － － － － － 

地下部 要①-2 － 要①-2 － 要①-2 － － － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ 該当なし － － － － － 該当なし － 該当なし 

床・ 

屋根 
一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし － 

基礎 
矩形 不要＊ － 不要＊ －  不要＊ 不要＊ 不要＊ 不要＊ 不要＊ － 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ・要：評価必要 ・不要：評価不要 

 ・「①-1」：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」       ・「①-2」：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 
 

注記＊：上位クラスの建物・構築物への波及的影響防止のための評価対象建物及び 1号機排気筒は，上部躯体を評価対象としているため，基礎は対象外とする。 
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表 3－1－5(1) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（3 次元的な応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

原子炉建物 

制御室建物 

タービン建物 
廃棄物 

処理建物 
排気筒 

緊急時 

対策所 

ガスタービン 

発電機建物  
燃料 

プール 
上部鉄骨  上部鉄骨 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 S造，RC造 RC造 
S造，SRC造，

RC造 

柱 

一般部 不要 － 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

隅部 不要 － 不要 不要 不要 不要 不要 要①-1 不要 不要 

地下部 不要 － － － 不要 － 不要 － － － 

はり 

一般部 不要 － 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

地下部 不要 － － － 不要 － 不要 － － － 

鉄骨 

トラス 
－ － 不要 － － 不要 － － － － 

壁 

一般部 要②-1 要①-2 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 不要 

円筒部 不要 － － － － － － － － － 

地下部 要①-2 － － － 要①-2 － 要①-2 － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ － － － － － － 不要 － － 

床・ 

屋根 
一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 不要 

基礎 
矩形 要①-1 － － 要①-1 要①-1 － 要①-1 要①-1 要①-1 要①-1 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ・要：評価必要又は荷重の組合せによる応答特性でのスクリーニングで抽出済み ・不要：評価不要 

 ・「①-1」：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」       ・「①-2」：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 

 ・「②-1」：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」 ・「②-2」：応答特性「加振方向以外の方向に励起される振動」 
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表 3－1－5(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（3 次元的な応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

１号機原子炉建物 １号機タービン建物 １号機 

廃棄物 

処理建物 

サイトバンカ 

建物 

サイトバンカ 

建物(増築部) 

１号機 

排気筒 

排気筒 

モニタ室 

ディーゼル燃料 

移送ポンプエリア 

防護対策設備 
 上部鉄骨  上部鉄骨 

RC造 
S造, 

RC造 
RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 
S造，SRC造，

RC造 
RC造 S造，RC造 RC造 S造 

柱 

一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 

隅部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 要①-1 － 不要 

地下部 不要 － 不要 － 不要 － － － － － 

はり 

一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

地下部 不要 － 不要 － 不要 － － － － － 

鉄骨 

トラス 
－ 不要 － 不要 － － － － － － 

壁 

一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 － 

円筒部 不要 － － － － － － － － － 

地下部 要①-2 － 要①-2 － 要①-2 － － － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ 不要 － － － － － 不要 － 不要 

床・ 

屋根 
一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 － 

基礎 
矩形  不要＊ － 不要＊ － 不要＊ 不要＊ 不要＊ 不要＊ 不要＊ － 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ・要：評価必要又は荷重の組合せによる応答特性でのスクリーニングで抽出済み ・不要：評価不要 

 ・「①-1」：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」       ・「①-2」：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 

 ・「②-1」：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」 ・「②-2」：応答特性「加振方向以外の方向に励起される振動」 

注記＊：上位クラスの建物・構築物への波及的影響防止のための評価対象建物及び 1号機排気筒は，上部躯体を評価対象としているため，基礎は対象外とする。 
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(5) 3 次元ＦＥＭモデルによる精査方法 

 上記(4)で抽出した 3 次元的な応答特性が想定される部位について，3 次元ＦＥＭ

モデルにより精査を行う。精査方法を表 3－1－6 に示す。 

 応答特性②-1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」可能性があ

る部位については，原子炉建物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）に対して 3 次

元ＦＥＭモデルによる精査を行う。 

 また，原子炉建物の耐震評価部位全般に対し，局所的な応答について，3 次元ＦＥ

Ｍモデルによる精査を行う。精査は，地震応答解析により水平 2 方向及び鉛直方向

入力時の影響を評価することで行う。 

 

(6) 3 次元ＦＥＭモデルによる精査結果 

 3 次元ＦＥＭモデルによる精査の結果，建物・構築物の有している耐震性への影響

が小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価が必要な部

位は抽出されなかった。精査した結果を表 3－1－6 に示す。 

 ただし，原子炉建物の燃料取替階レベルの東西面の壁には面外方向に大きな加速

度が生じていることから，詳細評価を実施することとする。具体的には，原子炉建

物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）に対して，面外慣性力による応答が面内応答

へ及ぼす影響検討を実施する。 
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表 3－1－6 3 次元ＦＥＭモデルによる精査 

耐震評価部位 
対象 

建物・構築物 
3 次元的な応答特性 

3 次元ＦＥＭモデルによる 

精査方法 

3 次元ＦＥＭモデルによる 

精査結果 

壁 

（一般部） 

原子炉建物 

（燃料取替階レベル） 

②-1 

「面内方向の荷重に加え，面外

慣性力の影響が大きい」 

水平 2 方向及び鉛直方向入力

時の応答の水平 1 方向入力時

の応答に対する増分が小さい

ことを確認する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せによる左記の対象

の耐震性への影響が想定され

ないため抽出しない。 

耐震評価部位 

全般 
原子炉建物 局所的な応答 同上 

水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せによる左記の対象

の耐震性への影響が想定され

ないため抽出しない。 
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3.1.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出結果 

(1) 建物・構築物における影響評価部位の抽出結果 

 建物・構築物において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想

定されるとして抽出した部位を表 3－1－7 に示す。 

 応答特性①-1「直交する水平 2 方向の荷重が，応力として集中」する部位のうち，

重要設備である非常用ガス処理系用排気筒を支持する排気筒の主柱材及び建物規模が比

較的大きく，重要な設備を多く内包している等の留意すべき特徴を有している原子

炉建物の基礎を代表として，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評

価を行う。 

 応答特性①-2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

として施設の重要性，建物規模及び構造特性を考慮し，上部に床等の拘束がなく，

面外荷重（水圧）が作用する原子炉建物（燃料プール）の壁（一般部）を代表とし

て，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。 

 

(2) 機器・配管系への影響が考えられる部位の抽出結果 

 建物・構築物において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象

として抽出した耐震評価上の構成部位について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる応答値への影響の観点から，機器・配管系への影響の可能性がある部

位について検討した。 

 原子炉建物の基礎及び排気筒の主柱材については，水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せにより応力集中する部位であり，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる応答値への影響がないため，機器・配管系への影響の可能性はない。 

 原子炉建物（燃料プール）の壁（一般部）については，面内方向の荷重を負担しつ

つ，面外方向の荷重が作用する部位であり，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる応答値への影響がないため，機器・配管系への影響の可能性はない。 
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表 3－1－7 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価部位の抽出結果 

応答 

特性 
耐震評価部位 

対象 

建物・構築物 
代表評価部位 

①-1 

柱 隅部 
・排気筒 

・１号機排気筒 

重要設備である非常用ガス

処理系用排気筒を支持する

排気筒の隅柱（主柱材）を

代表として評価する。 

基礎 矩形 

・原子炉建物 

・制御室建物 

・タービン建物 

・廃棄物処理建物 

・排気筒 

・緊急時対策所 

・ガスタービン発電機建物 

建物規模が比較的大きく，

重要な設備を多く内包して

いる等の留意すべき特徴を

有している原子炉建物の基

礎を代表として評価する。 

①-2 壁 
一般部 

地下部 

・燃料プール 

・原子炉建物 

・タービン建物 

・廃棄物処理建物 

・１号機原子炉建物 

・１号機タービン建物 

・１号機廃棄物処理建物 

上部に床等の拘束がなく，

面外荷重（水圧）が作用す

る燃料プールの壁を代表と

して評価する。 

凡例 ①-1：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」 

   ①-2：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 

注：下線部は代表として評価する建物・構築物を示す。 
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3.1.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価部位として抽出された

部位について，基準地震動Ｓｓを用い，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響を評価する。評価は，従来設計手法に基づいた各部位の解析モデルによる水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果を用いる。また，影響評価は，

水平 2 方向及び鉛直方向を同時入力する時刻歴応答解析による評価又は基準地震

動Ｓｓの各方向地震成分により個別に計算した最大応答値を用い，水平 2 方向及び

鉛直方向地震力を組み合わせる方法として，米国 Regulatory Guide 1.92＊の「2. 

Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を

参考に，組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）に基づいた評価により実施する。 

 

注記＊： Regulatory Guide 1.92“Combining modal responses and spatial 

components in seismic response analysis” 
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3.1.4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価結果 

(1) 排気筒の主柱材の評価 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，直交する水平 2 方向

の荷重が応力として集中する部位である排気筒の主柱材について評価を行う。 

 評価にあたっては，基準地震動Ｓｓを用い，水平 2 方向及び鉛直方向を同時に入

力（以下「3 方向同時入力」という。）する時刻歴応答解析に基づき，主柱材（鉄塔

脚部を含む）の断面算定結果（検定値）が，1.0 を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」

（以下「排気筒の地震応答計算書」という。）及びⅥ-2-2-14「排気筒の耐震性につ

いての計算書」（以下「排気筒の耐震計算書」という。）に示すものと同一である。 

 荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 排気筒の概要図を図 3－1－1 に，解析モデルを図 3－1－2 に示す。 

 排気筒の地震応答解析モデルへの入力地震動は，基準地震動Ｓｓを用いて評価を

行うが，基準地震動Ｓｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｎ１については，水平方向成分に直交する

方向の地震動に位相特性の異なる地震波を入力する。 

 地震動の入力方法は，排気筒の地震応答計算書の「3.3.1 動的解析」に基づき 3

方向（水平 2 方向及び鉛直方向）の同時入力とする。 

 鋼材の許容応力度及び使用材料の物性値は，排気筒の耐震計算書の「3.2 使用材

料及び材料の許容応力度」及び排気筒の地震応答計算書の「3.2 地震応答解析モデ

ル」に示す内容と同一である。 

 3 方向同時入力時及び排気筒の耐震計算書に記載のケース（以下「工認ケース」と

いう。）における主柱材の評価結果を表 3－1－8 に，鉄塔脚部の評価結果を表 3－1

－9 に示す。 

 評価の結果，3 方向同時入力時の主柱材及び鉄塔脚部の検定値が 1.0 を超えない

ことを確認した。 

 以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，排気筒の主柱材が有

する耐震性への影響がないことを確認した。  
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図 3－1－1 排気筒の概要図（単位：m）  
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図 3－1－2 排気筒の地震応答解析モデル 

  

【凡例】 

：質点 

：曲げせん断ビーム要素 

：剛体要素 

EL  8.5 

EL 23.9 

EL 34.5 

EL 53.5 

EL 62.2 

EL 83.0 

EL 89.2 

EL 94.5 

EL104.5 

EL113.5 

(m)   

EL 69.5 

Ｘ（ＥＷ） 

Ｙ（ＮＳ） 

Ｚ 

（制震装置（粘性ダンパ）設置平面） EL109.4 

EL 99.9 

EL 76.8 

EL 45.0 
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表 3－1－8 主柱材の評価結果 

高さ 

EL 区間 
使用部材 

(mm) 
工認ケース 3 方向同時入力＊ 

(m) 

113.5-104.5 Ｂ-Ｄ φ267.4× 6.6 0.18 0.20 

104.5- 94.5 Ｄ-Ｆ φ267.4× 6.6 0.48 0.52 

 94.5- 83.0 Ｆ-Ｈ φ355.6× 6.4 0.49 0.56 

 83.0- 69.5 Ｈ-Ｊ φ406.4× 7.9 0.48 0.65 

 69.5- 53.5 Ｊ-Ｌ φ508.0× 9.5 0.50 0.77 

 53.5- 34.5 Ｌ-Ｎ φ609.6×12.7 0.42 0.65 

 34.5-  8.5 Ｎ-Ｐ φ711.2×12.7 0.34 0.52 

注：下線部は検定値が最大となる値を示す。 

注記＊：風荷重との組合せを考慮する。 

 

表 3－1－9 鉄塔脚部の評価結果 

評価部位 応力分類 工認ケース 3方向同時入力＊ 

コンクリート（せん断プレート側面） 圧縮 0.39 0.55 

せん断プレート 曲げ 0.18 0.25 

コンクリート（ベースプレート下面） 圧縮 0.18 0.25 

フランジプレート，ベースプレート及び 

ウェブプレートから成る合成断面 

曲げ 0.19 0.32 

せん断 0.23 0.41 

組合せ 0.30 0.52 

ベースプレート 曲げ 0.46 0.66 

リブプレート 圧縮 0.20 0.29 

アンカー部（アンカー材） 引張 0.09 0.15 

アンカー部（アンカーボルト） せん断 0.27 0.47 

注：下線部は検定値が最大となる値を示す。 

注記＊：風荷重との組合せを考慮する。 
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(2) 燃料プールの壁の評価 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，面内方向の荷重を負

担しつつ，面外方向の荷重が作用する燃料プールの壁について評価を行う。 

 評価にあたっては，Ｓｓ地震時に対して，3 次元ＦＥＭモデルの応力解析結果を用

いた断面の評価について，許容値を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-4-2-1「燃料プール（キャスク置

場を含む）の耐震性についての計算書」（以下「燃料プールの耐震計算書」という。）

に示すものと同一である。 

 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略平面図及び概略断面図を図

3－1－3 及び図 3－1－4 に，燃料プール及びキャスク置場周りの概略平面図及び概

略断面図を図 3－1－5 及び図 3－1－6 に示す。 

 荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 コンクリート及び鉄筋の許容限界は，燃料プールの耐震計算書の「3.3 許容限界」

に示す内容と同一である。 

 解析モデルの概要図を図 3－1－7 に示す。解析モデルの詳細は，燃料プールの耐

震計算書の「3.4 解析モデル及び諸元」に示す内容と同一である。 

 Ｓｓ地震時の応力は，燃料プールの耐震計算書の「3.5.1 応力解析方法」に示す

次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 
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 燃料プールの壁の評価は，燃料プールの耐震計算書の「3.5.2 断面の評価方法」

に示す方法と同一である。 

 断面の評価結果を記載する要素は，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力によ

る鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力度，面内せん断力度並びに

面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が最小とな

る要素とする。 

 選定した要素の位置を図 3－1－8 及び図 3－1－9 に，評価結果を表 3－1－10 及び

表 3－1－11 に示す。 

 Ｓｓ地震時における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにおいて，水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果と水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せに対する評価結果を比較すると，水平 2 方向の地震力の影響により発生値

は増加傾向にあり，一部最大となる要素が変わるものもあるが，軸力，曲げモーメ

ント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力

度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度が各許容値を超えないことを確認し

た。 

 以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，燃料プールの壁が有

する耐震性への影響がないことを確認した。 
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図 3－1－3 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略平面図 

（EL 34.8m） 
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図 3－1－4 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略断面図 

（Ａ－Ａ断面，ＥＷ方向） 
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（単位：m） 

図 3－1－5 燃料プール及びキャスク置場周りの概略平面図 

 

 

（単位：m） 

図 3－1－6 燃料プール及びキャスク置場周りの概略断面図 

（Ｂ－Ｂ断面） 
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

(b) 燃料プール要素分割図 

図 3－1－7 解析モデルの概要図  
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(a) 南側壁 

 

 

(b) 西側壁 

 

図 3－1－8 選定した要素の位置 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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(a) 南側壁 

 

 

(b) 西側壁 

 

図 3－1－9 選定した要素の位置 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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表 3－1－10 燃料プールの壁の評価結果 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

部位 評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

南側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

（×10-3） 

鉛直 128 3-20 0.180 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
水平 122 3-8 1.46 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 139 3-8 3.55 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 107 3-20 2.58 4.39 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 74 3-17 0.557 1.41 

西側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

（×10-3） 

鉛直 449 3-19 0.270 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 449 3-19 1.78 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
水平 469 3-12 1.38 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 475 3-19 1.34 3.04 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 440 3-17 0.695 1.22 
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表 3－1－11 燃料プールの壁の評価結果 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

部位 評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

南側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

（×10-3） 

鉛直 128 2-12 0.170 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 85 2-10 1.40 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 139 2-4 3.31 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 107 2-12 2.37 4.39 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 74 2-9 0.550 1.42 

西側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

（×10-3） 

鉛直 449 2-11 0.261 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 449 2-11 1.68 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
水平 469 2-6 1.38 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 475 2-9 1.31 3.02 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 440 2-11 0.694 1.22 
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(3) 原子炉建物基礎スラブの評価 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，直交する水平 2 方向

の荷重が応力として集中する部位である原子炉建物基礎スラブについて評価を行う。 

 評価にあたっては，Ｓｓ地震時に対して，3 次元ＦＥＭモデルの応力解析結果を用

いた断面の評価について，許容値を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-9-3-4「原子炉建物基礎スラブの

耐震性についての計算書」（以下「基礎スラブの耐震計算書」という。）に示すもの

と同一である。 

原子炉建物基礎スラブの概略平面図及び概略断面図を図 3－1－10 及び図 3－1－

11 に示す。 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

コンクリート及び鉄筋の許容限界は，基礎スラブの耐震計算書の「4.3 許容限界」

に示す内容と同一である。 

解析モデルの概要図を図 3－1－12 に示す。解析モデルの詳細は，基礎スラブの耐

震計算書の「4.4 解析モデル及び諸元」に示す内容と同一である。 

Ｓｓ地震時の応力は，基礎スラブの耐震計算書の「4.5.1 応力解析方法」に示す

次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ  ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＮＳ  ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＥＷ  ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＷＥ  ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＵＤ  ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ  ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 

 

  



 

31 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

 基礎スラブの評価は，基礎スラブの耐震計算書の「4.5.2 断面の評価方法」に示

す方法と同一である。 

 断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコン

クリートのひずみ並びに面外せん断力に対する評価において，発生値に対する許容

値の割合が最小となる要素とする。 

 選定した要素の位置を図 3－1－13 及び図 3－1－14 に，評価結果を表 3－1－12 及

び表 3－1－13 に示す。 

 Ｓｓ地震時における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにおいて，水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果と水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せに対する評価結果を比較すると，水平 2 方向の地震力の影響により発生値

は増加傾向にあり，一部最大となる要素が変わるものもあるが，軸力及び曲げモー

メントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断力が各許容値を超え

ないことを確認した。 

以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，原子炉建物基礎スラ

ブが有する耐震性への影響がないことを確認した。 
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図 3－1－10 原子炉建物基礎スラブの概略平面図（EL 1.3m） 
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(a) Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向 

図 3－1－11(1) 原子炉建物基礎スラブの概略断面図 



 

34 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

R1

89.4
11.4 6.8 7.8 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 7.8 6.8 11.40.7

R13 R12 R11 R10 R9 R8 R7 R6 R5 R4 R3 R2

0.7

B

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

EL 23.8

EL 15.3EL 15.0(GL)

6
8.
2

B

PN

(単位:m)

原子炉建物基礎スラブ

原子炉棟

付属棟 付属棟

外部ボックス壁

内部ボックス壁

ドライウェル外側壁

 

 

(b) Ｂ－Ｂ断面，ＥＷ方向 

図 3－1－11(2) 原子炉建物基礎スラブの概略断面図 
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

(b) 全体鳥瞰断面図（Ａ－Ａ’断面） 

図 3－1－12(1) 解析モデルの概要図 
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(c) 基礎スラブ要素分割図 

図 3－1－12(2) 解析モデルの概要図 

  

 PN

Ｙ 

Ｘ 



 

37 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

 

図 3－1－13 選定した要素の位置 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

 

 

図 3－1－14 選定した要素の位置 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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表 3－1－12 原子炉建物基礎スラブの評価結果 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 609 3-9 0.376 3.00 

鉄筋圧縮ひずみ 

（×10-3） 
放射 435 3-10 0.317 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 526 3-10 13.0 16.7 

 

表 3－1－13 原子炉建物基礎スラブの評価結果 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 640 1-2 0.297 3.00 

鉄筋圧縮ひずみ 

（×10-3） 
放射 491 1-2 0.221 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 491 1-1 7.79 10.4 
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3.1.5 原子炉建物 3 次元ＦＥＭモデルによる面外応答の耐震壁への影響検討結果 

 3 次元ＦＥＭモデルの面外応答による影響検討対象として，原子炉建物燃料取替

階レベルの壁を抽出し，面外応答による影響検討を行った結果，原子炉建物の燃料

取替階レベルの東西面の壁には面外方向に大きな加速度が生じていることから，当

該壁に対して，面外慣性力に対する断面の評価を行う。 

Ｓｓ地震時の耐震壁の評価については，「Ⅵ-2-9-3-1 原子炉建物原子炉棟（二

次格納施設）の耐震性についての計算書」において，面内に生じるせん断ひずみが

許容限界である 2.0×10-3 を超えないことを確認している。そこで，原子炉建物燃

料取替階レベルの壁に対する面外慣性力の検討にあたっては，Ｓｓ地震時の面外慣

性力により鉄筋に生じる応力度が弾性範囲内であることを確認することで，面内に

生じるせん断ひずみの評価に対して面外慣性力の影響が小さいことを確認する。 

原子炉建物燃料取替階上部の概略平面図を図3－1－15に，解析モデルを図3－1－

16に示す。解析モデルは，柱，はり及び床を境界条件として固定する。 

評価結果を記載する部位は，面外慣性力によって生じる鉄筋応力度及び面外せん

断力が最大となる部位とする。 

評価結果を表3－1－14に示す。Ｓｓ地震時の面外慣性力に対する原子炉建物燃料

取替階レベルの壁の断面評価の結果，鉄筋に生じる応力度が弾性範囲内であり，面

内に生じるせん断ひずみの評価に対して面外慣性力の影響は小さいことを確認し

た。 
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：検討対象の壁を示す 

 

図 3－1－15 原子炉建物燃料取替階上部の概略平面図 
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Ｓｓ地震時の面外方向加速度

（面外慣性力）

＝3次元FEMモデルのＳｄ地震時面外方向最大応答加速度

×応答補正比率

：固定端とする部分を示す

PN

Ｙ

Ｘ

図 3－1－16 原子炉建物 3 次元ＦＥＭモデルによる面外応答の影響検討の解析モデル 

面外慣性力 
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表 3－1－14 耐震壁の評価結果 

（Ｓｓ地震時，面外慣性力） 

検討ケース Ｓｓ地震時 

検討位置 東面壁(R3 通り) 西面壁(R11 通り) 

厚さｔ(mm) 

×幅ｂ（mm） 
×1000 ×1000 ×1000 ×1000 

有効せいｄ（mm） 

配
筋

縦筋 

（鉄筋断面積） 

D29＠200 

（3210 mm2/m） 

D35＠200 

（4785 mm2/m） 

D29＠200 

（3210 mm2/m） 

D35＠200 

（4785 mm2/m） 

横筋 

（鉄筋断面積） 

D25＠200 

（2535 mm2/m） 

D32＠200 

（3970 mm2/m） 

D25＠200 

（2535 mm2/m） 

D32＠200 

（3970 mm2/m） 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 

発生曲げ 

モーメント

Ｍ（kN・m/m） 

283.8 155.5 217.9 195.8 

許容限界 

（kN・m/m） 
462.3 1105.9 462.3 1105.9 

検定値 0.62 0.15 0.48 0.18 

面
外
せ
ん
断
力

方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

発生せん断力 

Ｑ（kN/m） 
368.2 257.4 304.3 288.0 

許容限界 

（kN/m） 
867.9 1587.6 956.3 1587.6 

検定値 0.43 0.17 0.32 0.19 

判定 可 可 可 可 
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3.2 機器・配管系 

3.2.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価設備の抽出 

評価対象設備を機種ごとに分類した結果を表 3－2－1 に示す。機種ごとに分類し

た設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から水平 2 方向の地震力による

影響を以下の項目により検討し，影響の可能性がある設備を抽出した。 

(1) 水平 2 方向の地震力が重畳する観点

水平 1 方向の地震力に加えて，更に水平直交方向に地震力が重畳した場合，水平

2 方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要とな

る可能性のある設備を抽出する。以下の場合は，水平 2 方向の地震力による影響が

軽微な設備であると整理した。 

なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生応力への影響に着

目し，その増分が１割程度以下となる機器を分類しているが，水平 1 方向地震力に

よる裕度が 1.1 未満の設備については，個別に検討を行うこととする。 

a. 水平 2 方向の地震力を受けた場合でも，その構造により水平 1 方向の地震力し

か負担しないもの 

制御棒・破損燃料貯蔵ラックのサポートや横置きの容器等は，水平 2 方向の地震

力を想定した場合，水平 1 方向を拘束する構造であることや水平各方向で振動特性

及び荷重の負担断面が異なる構造であることにより，特定の方向の地震力の影響を

受ける部位であるため，水平 1 方向の地震力しか負担しないものとして分類した。

その他の設備についても，同様の理由から水平 1 方向の地震力しか負担しないもの

を分類した。 

b. 水平 2 方向の地震力を受けた場合，その構造により最大応力の発生箇所が異なる

もの 

一様断面を有する容器類の胴板等は，水平 2 方向の地震力を想定した場合，そ

れぞれの水平方向地震力に応じて応力が最大となる箇所があることから，最大応

力の発生箇所が異なり，水平 2 方向の地震力を組み合わせても影響が軽微である

ものとして分類した。その他の設備についても同様の理由から最大応力の発生箇

所が異なり，水平 2 方向の地震力を組み合わせても影響が軽微であるものを分類

した。 

c. 水平 2 方向の地震力を組み合わせても水平 1 方向の地震による応力と同等とい

えるもの 

原子炉圧力容器スタビライザ，原子炉格納容器スタビライザ及びシヤラグは，
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周方向 8 箇所を支持する構造で配置され，水平 1 方向の地震力を 6 体で支持する

設計としており，水平 2 方向の地震力を想定した場合，地震力を負担する部位が

増え，また，最大反力を受けもつ部位が異なることで，水平 1 方向の地震力によ

る荷重と水平 2 方向の地震力を想定した場合における荷重が同等になるものであ

り，水平 2 方向の地震力を組み合わせても 1 方向の地震による応力と同等のもの

と分類した。その他の設備についても，同様の理由から水平 2 方向の地震を組み

合わせても 1 方向の地震による応力と同等のものと分類した。 

 

d. 保守性（水平 2 方向の考慮を含む）を考慮した評価を行っているもの 

蒸気乾燥器支持ブラケット等は，従来評価において，水平 2 方向地震を考慮し

た評価を行っているため，水平 2 方向の影響を考慮しても影響がないものとして

分類した。その他の設備についても，同様の理由から保守性を考慮した評価を実

施しており，水平 2 方向の影響を考慮しても影響がないものを分類した。 

 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生じ

る可能性のある設備を抽出する。 

機器・配管系設備のうち，水平方向の各軸方向に対して均等な構造となっている

機器は，評価上有意なねじれ振動は発生しない。 

一方，3 次元的な広がりを持つ配管系等は，系全体として考えた場合，有意なねじ

れ振動が発生する可能性がある。しかし，水平方向とその直交方向が相関する振動

モードが想定される設備は，従来設計より 3 次元のモデル化を行っており，その振

動モードは適切に考慮した評価としているため，この観点から抽出される設備はな

かった。 

 

(3) 水平 1 方向及び鉛直方向地震力に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力の増分の 

観点 

(1)(2)において影響の可能性がある設備について,水平 2 方向の地震力が各方向

1:1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め,従来の水平 1 方向及び鉛直

方向地震力の設計手法による発生値を比較し,その増分により影響の程度を確認し,

耐震性への影響が懸念される設備を抽出した。 

水平 1 方向に対する水平 2 方向の地震力による発生値の増分の検討は,機種ごと

の分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さい設備(部位)を対象とする。

水平 2方向の地震力の組合せは米国 Regulatory Guide 1.92の「2.Combining Effects 

Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考として最大応答の

非同時性を考慮した Square-Root-of-the-Sum-of-the-Squares 法（以下「SRSS 法」
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という。）又は組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）により組み合わせ,発生値の増分を算

出する。増分の算出は,従来の評価で考慮している保守性により増分が低減又は包絡

されることも考慮する。算出の方法を以下に示す。  

 

・従来の評価データを用いた簡易的な算出では,地震・地震以外の応力に分離可能な

ものは地震による発生値のみ組み合わせた後,地震以外による応力と組み合わせて

算出する。 

・設備(部位)によっては解析等で求められる発生荷重より大きな設計荷重を用いて

いるものもあるため,上記組合せによる発生値を設計荷重が上回ることを確認した

ものは,水平2方向の地震力による発生値の増分はないものとして扱う。 

・応答軸が明確な設備で,設備の応答軸の方向あるいは厳しい応力が発生する向きへ

地震力を入力している場合は,耐震性への影響が懸念されないものとして扱う。 
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3.2.2 建物・構築物，屋外重要土木構造物等，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視

設備の検討結果を踏まえた機器・配管系の設備の抽出 

3.1 項，3.3 項及び 3.4 項における建物・構築物，屋外重要土木構造物等，津波防

護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の影響評価において機器・配管系への影響を

検討した結果，耐震性への影響が懸念される部位は抽出されなかった。 

 

3.2.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価設備の抽出結果 

3.2.1 項で検討した,水平 2方向の地震力が重畳する観点,水平方向とその直行方向

が相関する振動モード(ねじれ振動等)が生じる観点,水平 1 方向及び鉛直方向地震力

に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力増分の観点で,水平 2 方向の地震力による影

響の可能性がある設備を抽出した結果を表 3－2－2 に示す。 

 

3.2.4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

3.2.1 項の観点から抽出される設備について,水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想

定した発生値を以下の方法により算出する。 

発生値の算出における水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せは,米国 Regulatory 

Guide 1.92 の「2.Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an 

Earthquake」を参考として最大応答の非同時性を考慮した SRSS 法又は組合せ係数法

を適用する。 

 

(1) 従来評価データを用いた算出 

従来の水平 1 方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた評価結果を用いて,以下の

条件により水平 2 方向及び鉛直方向地震力に対する発生値を算出することを基本と

する。 

・水平各方向及び鉛直方向地震力をそれぞれ個別に用いて従来の発生値を算出して

いる設備は,水平2方向及び鉛直方向地震力を組み合わせて水平2方向を考慮した発

生値の算出を行う。 

・水平1方向と鉛直方向の地震力を組み合わせたうえで従来の発生値を各方向で算出

している設備は,鉛直方向を含んだ水平各方向別の発生値を組み合わせて水平2方

向を考慮した発生値の算出を行う。 

・水平方向を包絡した地震力と鉛直方向地震力を組み合わせたうえで従来の発生値

を算出している設備は,鉛直方向を含んだ水平各方向同一の発生値を組み合わせて

水平2方向を考慮した発生値の算出を行う。 

また,算出にあたっては必要に応じて以下も考慮する。 

・発生値が地震以外の応力成分を含む場合,地震による応力成分と地震以外の応力成

分を分けて算出する。 
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3.2.5 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価結果 

3.2.1 項の観点から 3.2.3 項で抽出した以下の設備に対して, 3.2.4 項の影響評価

条件で算出した発生値に対して設備が有する耐震性への影響を確認した。評価した内

容を設備ごとに以下に示し,その影響評価結果については重大事故時等の状態も考慮

した結果を表 3－2－3 に示す。 

(1) 水密扉（建物内，燃料移送ポンプエリア） 

工認耐震計算書では，水平 1 方向の最大応答加速度を用いた発生値を算定し，評

価を実施している。水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる発生値は，上記

発生値を SRSS 法により組み合わせることで算定し，許容値を満足するため，耐震性

への影響がないことを確認した。 

(2) 制御棒挿入性 

工認耐震計算書では，地震応答解析により算定される水平 1 方向の燃料集合体の

相対変位を用いて評価を実施している。水平 2 方向地震力による評価は，組合せ係

数法（1.0：0.4）を用いて燃料集合体相対変位を算出し，許容値を満足するため，

耐震性への影響がないことを確認した。 

 

3.2.6 原子炉建物 3 次元 FEM モデルによる面外応答の機器・配管系への影響検討結果 

「建物・構築物，屋外重要土木構造物等，津波防護施設，浸水防止設備及び津波

監視設備の検討結果を踏まえた機器・配管系の設備の抽出」の観点で原子炉建物3次

元FEMモデルによる面外応答の影響が大きい燃料取替床レベルの壁及び床に設置され

る機器・配管系について面外応答影響を検討した。面外応答の影響検討フローを図

3-2-1に示す。 

簡易評価の結果，一部の設備（3設備）を除き，評価用応答比が設備の裕度以下で

あることを確認した。また，簡易評価において評価用応答比が設備の裕度を上回っ

た3設備に対して詳細評価を行った結果，いずれも発生値が許容値以下であることを

確認した。詳細評価による発生値が当該設備の耐震計算書における発生値を上回る

設備（1設備）の詳細評価条件を表3-2-4，詳細評価結果を表3-2-5に示す。 

影響検討の結果から，面外応答による影響を考慮しても機器・配管系が有する耐震

性に影響がないことを確認した。 

 

3.2.7 まとめ 

機器・配管系において,水平 2 方向の地震力の影響を受ける可能性がある設備(部

位)について,従来設計手法における保守性も考慮したうえで抽出し,従来の水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を評価した。その結果,工認

耐震計算書の発生値を超えて耐震性への影響が懸念される設備については,水平 2 方

向及び鉛直方向地震力を想定した発生値が許容値を満足し,設備が有する耐震性に影
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響のないことを確認した。 

本影響評価は,水平 2 方向及び鉛直方向地震力により設備が有する耐震性への影響

を確認することを目的としている。そのため, 工認耐震計算書の発生値をそのまま

用いて水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを評価しており,以下に示す保守側と

なる要因を含んでいる。 

・工認耐震計算書の発生値(水平1方向及び鉛直方向地震力による応力成分と圧力等

の地震以外の応力成分の組合せ)に対して,係数(√2)を乗じて水平2方向及び鉛直

方向地震力を想定した発生値として算出しているため,係数を乗じる必要のない鉛

直方向地震力による応力成分と圧力等の地震以外の応力成分についても係数を乗

じている。 

・工認耐震計算書において水平各方向を包絡した床応答スペクトルを各方向に入力

している設備は各方向の大きい方の地震力が水平2方向に働くことを想定した発生

値として算出している。 

 

以上のことから,水平 2 方向及び鉛直方向地震力については,機器・配管系が有す

る耐震性に影響がないことを確認した。また，原子炉建物 3 次元 FEM モデルの面外

応答による影響を考慮しても機器・配管系が有する耐震性に影響がないことを確認

した。 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（1/13） 

設備 部位 

燃料集合体 燃料被覆管 

炉
心
支
持
構
造
物 

炉心シュラウド 

上部胴 

下部胴 

中間胴 

上部格子板支持面  

炉心支持板支持面 

シュラウドサポート 

レグ 

シリンダ 

プレート 

下部胴 

上部格子板 グリッドプレート 

炉心支持板 

補強ビーム 

支持板 

スタッド 

燃料支持金具 
中央燃料支持金具 

周辺燃料支持金具 

制御棒案内管 
下部溶接部 

長手中央部 

原
子
炉
圧
力
容
器 

円筒胴 円筒胴 

下鏡 

下鏡 

下鏡と円筒胴の接合部 

原子炉圧力容器支持スカートと円筒胴

の接合部 

制御棒貫通孔 
ハウジング 

スタブチューブ 

原子炉中性子計装孔 原子炉中性子計装ハウジング 

ノズル 各部位 

ブラケット類 

スタビライザブラケット 

蒸気乾燥器支持ブラケット 

炉心スプレイブラケット 

給水スパージャブラケット 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（2/13） 

設備 部位 

原
子
炉
圧
力
容
器

支
持
構
造
物 

原子炉圧力容器基礎ボルト 基礎ボルト 

原子炉圧力容器支持スカート 支持スカート 

原
子
炉
圧
力
容
器
付
属
構
造
物 

原子炉圧力容器スタビライザ 
ロッド 

ブラケット 

原子炉格納容器スタビライザ 

パイプ 

フランジボルト 

ガセットプレート 

制御棒駆動機構ハウジング支持金具 

レストレントビーム一般部 

レストレントビーム端部 

レストレントビーム結合ボルト 

ジェットポンプ計測配管貫通部シール 貫通部シール 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティ

ーよりN11ノズルまでの外管） 
差圧検出管 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
部
構
造
物 

蒸気乾燥器 
蒸気乾燥器ユニット 

耐震用ブロック 

気水分離器及びスタンドパイプ 

シュラウドヘッド 

原子炉中性子計装案内管 

各部位 

スパージャ 

炉内配管 
各部位 

ジェットポンプ 

ライザ 

ディフューザ 

ライザブレース 

使用済燃料貯蔵ラック 

ラック部材 

（板，シートプレート及びラックベ

ース） 

ラック取付ボルト 

基礎ボルト 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（3/13） 

設備 部位 

制御棒・破損燃料貯蔵ラック 

ラック 

サポート 

底部基礎ボルト 

サポート部基礎ボルト 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

架構 

ワークテーブルフック 

基礎ボルト 

燃料プール水位（ＳＡ） 
検出器保護管 

検出器架台基礎ボルト 

燃料プール監視カメラ 
基礎ボルト 

取付ボルト 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 
基礎ボルト 

取付ボルト 

アキュムレータ 
胴板 

脚 

残留熱除去系熱交換器 

胴板 

ラグ 

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 

立形ポンプ 

コラムパイプ 

バレルケーシング 

基礎ボルト 

取付ボルト 

ＥＣＣＳストレーナ 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ 

各部位（フランジ，取付ボルト以外） 

フランジ 

ボルト 

ＥＣＣＳストレーナ部ティー 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティー 

ティー 

フランジ 

ＥＣＣＳストレーナ取付部コネクタ 
コネクタ 

フランジ 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（4/13） 

設備 部位 

ＥＣＣＳストレーナ取付部サポート 

サポートパイプ 

サポートパイプ溶接部 

サポートプレート 

サポートボルト 

横形ポンプ 

補機海水ストレーナ 

ポンプ駆動用タービン 

空調ファン 

空調ユニット 

基礎ボルト 

取付ボルト 

原子炉補機冷却系熱交換器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

連結板 

横置円筒形容器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

たて置円筒形容器（スカート支持） 

胴板 

スカート 

基礎ボルト 

制御棒駆動機構 フランジ 

水圧制御ユニット 
フレーム 

取付ボルト 

平底たて置円筒形容器 
胴板 

基礎ボルト 

核計測装置 各部位 

伝送器（矩形床置） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

伝送器（矩形壁掛） 
基礎ボルト 

溶接部 

伝送器（サポート鋼材固定） 
基礎ボルト 

溶接部 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（5/13） 

設備 部位 

制御盤，電気盤（矩形床置） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

制御盤，電気盤（矩形壁掛） 

基礎ボルト 

取付ボルト 

溶接部 

モニタリング設備（矩形床置） 取付ボルト 

モニタリング設備（矩形壁掛） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

通信連絡設備（アンテナ類）（矩形床置） 基礎ボルト 

通信連絡設備（アンテナ類）（矩形壁掛） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ダクト本体，サポート 

ダクト本体（矩形） 

ダクト本体（円形） 

サポート 

中央制御室待避室遮蔽 

構造フレーム（鉄骨，鋼板） 

基礎ボルト 

遮蔽パネル接合部ボルト 

構造フレーム接合部高力ボルト 

遮蔽パネル 

気密用鋼板 

原
子
炉
格
納
容
器 

ドライウェル 

ドライウェル上ふた球形部とナックル部の

接合部 

円筒部とナックル部の接合部 

ナックル部と球形部の接合部 

球形部の板厚変化部 

球形部と円筒部の接合部 

円筒部と球形部の接合部 

円筒部 

基部 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（6/13） 

設備 部位 

原
子
炉
格
納
容
器 

サプレッションチェンバ 

サプレッションチェンバ胴中央部上部 

サプレッションチェンバ胴中央部下部 

サプレッションチェンバ胴中央部内側 

サプレッションチェンバ胴中央部外側 

サプレッションチェンバ胴エビ継部上部 

サプレッションチェンバ胴エビ継部下部 

サプレッションチェンバ胴エビ継部内側 

サプレッションチェンバ胴エビ継部外側 

サプレッションチェンバ胴と内側サポー

ト補強板との接合部 

サプレッションチェンバ胴と外側サポー

ト補強板との接合部 

シヤラグ 

内側メイルシヤラグ 

外側メイルシヤラグ 

内側フィメイルシヤラグ 

内側フィメイルシヤラグリブ付根部 

外側フィメイルシヤラグ 

内側メイルシヤラグ接触部 

外側メイルシヤラグ接触部 

内側フィメイルシヤラグ接触部 

外側フィメイルシヤラグ接触部 

コンクリート（ベースプレート部，シヤ

プレート部） 

基礎ボルト 

ベースプレート 

シヤプレート 

内側シヤラグサポート 

シヤラグ取付部 

サプレッションチェンバサポート 

サポート 

ベースとベースプレートの接合部 

シアキー 

ベースプレート 

シアプレート 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（7/13） 

設備 部位 

原
子
炉
格
納
容
器 

サプレッションチェンバサポート 

コンクリート 

ボルト 

基礎ボルト 

ハッチ類 
ハッチ円筒胴 

ハッチ本体と補強板との結合部 

原子炉格納容器配管貫通部 
原子炉格納容器胴とスリーブとの結合部 

スリーブ 

原子炉格納容器電気配線貫通部 ドライウェルとスリーブとの結合部 

真空破壊装置 
スリーブ 

スリーブとベント管との結合部 

ダウンカマ 
ダウンカマ 

ベントヘッダとダウンカマの結合部 

ベント管 

ヘッダ接続部 

ベント管円筒部 

ベント管とドライウェルとの接合部 

ベント管ベローズ ベント管ベローズ 

ベントヘッダ 

ベントヘッダ 

ベントヘッダ補強リング取付部 

ベントヘッダサポート 

サプレッションチェンバ補強リング 

ボルト 

ドライウェルスプレイ管 

上部スプレイ管案内管 

上部スプレイ管ティー部 

上部スプレイ管案内管サポート 

下部スプレイ管 

下部スプレイ管案内管 

下部スプレイ管ティー部 

下部スプレイ管サポート 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（8/13） 

設備 部位 

サプレッションチェンバスプレイ管 

スプレイ管 

スプレイ管えび状の管部 

スプレイ管ティー部 

スプレイ管案内管 

スプレイ管サポート 

ブローアウトパネル閉止装置 

シャフト 

コネクタ 

軸受取付ボルト 

駆動部取付ボルト 

取付ボルト 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 
ブレース 

ベース取付溶接部 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置 基礎ボルト 

静的触媒式水素処理装置 

静的触媒式水素処理装置本体 

架台 

取付ボルト 

基礎ボルト 

遠隔手動弁操作設備 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ディーゼル発電機 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ガスタービン発電機 
基礎ボルト 

取付ボルト 

その他電源設備 
基礎ボルト 

取付ボルト 

配管本体，サポート（多質点はりモデル解析） 配管，サポート 

防波壁通路防波扉 

（１号機北側，２号機北側） 

ヒンジ部（ヒンジ板） 

ヒンジ部（ヒンジピン） 

ヒンジ部（ヒンジボルト） 

カンヌキ部 

アンカーボルト 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（9/13） 

設備 部位 

１号機取水槽流路縮小工 

縮小板 

固定ボルト 

取水管（フランジ部） 

取水管（管胴部） 

屋外排水路逆止弁 
扉体部 

固定部 

取水槽除じん機エリア水密扉（北） 

ヒンジ部 

カンヌキ部 

アンカーボルト 

取水槽除じん機エリア水密扉（東） 

取水槽除じん機エリア水密扉（西） 

扉板 

芯材 

外部縦柱 

水密扉戸当り用支柱 

固定プレート 

締付ボルト 

外部縦柱固定ボルト 

アンカーボルト 

水密扉（建物内，燃料移送ポンプエリア） 

ヒンジ部 

カンヌキ部 

アンカーボルト 

パネル部（パネル板） 

パネル部（パネル芯材） 

パネル部（柱，はり） 

パネル部（アンカーボルト） 

防水壁（取水槽除じん機エリア） 

鋼板 

はり 

柱 

アンカーボルト 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（10/13） 

設備 部位 

防水壁（タービン建物復水器エリア） 

鋼板 

胴縁 

根太 

はり 

柱 

斜材 

ブレース 

アンカーボルト 

防水壁（ディーゼル燃料移送ポンプエリア） 

鋼板 

胴縁 

はり 

柱 

ブレース 

アンカーボルト 

堰（柱支持型） 

鋼板 

はり材 

柱材 

アンカーボルト 

堰（鋼板折曲げ型） 
鋼板 

アンカーボルト 

堰（鉄筋コンクリート製） 

アンカー筋 

主筋 

堰底部のコンクリート 

防水板 

鋼板 

芯材 

アンカーボルト 

床ドレン逆止弁 

弁本体 

フローとガイド 

基礎ボルト 

貫通部止水処置 

モルタル 

電路貫通部金属ボックスのアンカー 

ボルト 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（11/13） 

設備 部位 

津波監視カメラ 

架台 

架台溶接部 

取付ボルト 

架台基礎ボルト 

取水槽水位計 取付ボルト 

原子炉本体の基礎 

円筒部 

たてリブ 

基礎ボルト 

ベースプレート 

建物開口部竜巻防護対策設備（竜巻防護ネット

対策設備） 

フレーム 

アンカーボルト 

建物開口部竜巻防護対策設備（竜巻防護鋼板対

策設備） 

フレーム 

アンカーボルト 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 

鋼板 

架構 

ベースプレート 

アンカーボルト 

取水槽海水ポンプエリア竜巻防護対策設備 

鋼板 

はり 

柱 

架構 

ベースプレート 

アンカーボルト 

原子炉建物天井クレーン 

クレーン本体ガーダ 

落下防止ラグ 

トロリストッパ 

トロリ 

吊具 

  



 

60 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（12/13） 

設備 部位 

燃料取替機 

燃料取替機構造物フレーム 

ブリッジ脱線防止ラグ（本体） 

トロリ脱線防止ラグ（本体） 

走行レール 

横行レール 

ブリッジ脱線防止ラグ（取付ボルト） 

トロリ脱線防止ラグ（取付ボルト） 

吊具（ワイヤロープ） 

吊具（先端金具） 

チャンネル着脱装置 

ガイドレール 

カート 

固定ボルト 

ローラチェーン 

チャンネル取扱ブーム 

ブーム 

回転ポスト 

固定ポスト 

基礎ボルト 

制御棒貯蔵ハンガ 

制御棒落下防止ポール 

ポール支持金具 

基礎ボルト 

原子炉浄化系補助熱交換器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 

中央制御室天井照明 

補強材 

支持鋼材 

補強斜材 

取付ボルト（照明ボルト） 

継手ボルト 

基礎ボルト 

溶接部 
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表3－2－1 水平2方向入力の影響検討対象設備（13/13） 

設備 部位 

防煙垂れ壁 
フレーム部材 

基礎ボルト 

タービン補機冷却系熱交換器 

脚 

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 

主排気ダクト 

ダクト本体 

支持構造物部材 

支持装置 

取水槽ガントリクレーン 

クレーン本体ガーダ 

脚 

転倒防止装置アーム 

トロリストッパ 

トロリ 

吊具 

単軸粘性ダンパ 

ブレース 

クレビス 

除じん機 

フレーム取付ボルト 

フレーム耐震サポート 

フレーム耐震ピン 

アジャストボルト 

尾軸受取付ボルト 

原子炉ウェルシールドプラグ 
シールドプラグ本体 

支持部 

耐火障壁 
フレーム部材 

基礎ボルト 

ガンマ線遮蔽壁 
胴基部 

開口集中部 
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表3－2－2 水平2方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果 

（凡例）○：影響の可能性あり 

(1) 構造強度評価                   △：影響軽微 

設備 

水平2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.2.1項(1)水平2方向の地震力が重

畳する観点及び(2)の観点水平方向

とその直交方向が相関する振動モ

ード（ねじれ振動等）が生じる観

点 

3.2.1項(3)水平1方向及び鉛直方向

地震力に対する水平2方向及び鉛直

方向地震力の増分の観点 検討結果 

水密扉（建物内，燃料移送ポンプ

エリア） 
○ ○ 影響評価結果は表3－2－3参照 

 

 （凡例）○：影響の可能性あり 

(2) 機能維持評価                   △：影響軽微 

設備 

水平2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.2.1項(1)水平2方向の地震力が重

畳する観点及び(2)の観点水平方向

とその直交方向が相関する振動モ

ード（ねじれ振動等）が生じる観

点 

3.2.1項(3)水平1方向及び鉛直方向

地震力に対する水平2方向及び鉛直

方向地震力の増分の観点 検討結果 

制御棒挿入性 ○ ○ 影響評価結果は表3－2－3参照 
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表3－2－3 水平2方向及び鉛直方向地震力による影響評価結果 

(1) 構造強度評価 

評価対象設備 

水平2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

備考 
評価部位 応力分類 

1方向入力 

の発生値 

2方向想定 

発生値 
許容値 判定 

水密扉（建物内，燃料移送

ポンプエリア） 
ヒンジ部 

曲げ応力 265 281 345 ○ 単位：N/mm2 

組合せ応力 268 285 345 ○ 単位：N/mm2 

 

 (2) 機能維持評価 

評価対象設備 

水平2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

備考 1方向入力 

相対変位 

2方向想定 

相対変位 
確認済相対変位 判定 

制御棒挿入性 35.0 35.8 40 ○ 単位：mm 
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図3-2-1原子炉建屋3次元FEMモデルの面外応答に係る機器・配管系への影響検討フロー

検討対象

検討対象設備の整理
（裕度＝許容値/発生値）

簡易評価＊4による代表選定
（条件比率が設備の裕度を

上回る設備）

発生値≦許容値
となるか

確認完了
（影響なし）

追加検討

3次元影響確認用耐震
条件を用いた耐震評価

NO

YES

Ⅲ 条件比率＊3の算定

Ⅰ 応答比率＊1の
算定

Ⅱ 3次元影響確認用
耐震条件＊2の作成

詳細評価

注記＊1：3次元FEMモデルの応答（Ｓｄ）／質点系モデルの応答（Ｓｄ）
＊2：面外影響評価用耐震条件は，質点系モデル基本ケース＊5（Ｓｓ５波＊6 ）に応答比率を乗じて作成する。
＊3：面外影響評価用耐震条件（震度，床応答スペクトル）に対する耐震計算に用いる設計条件の比率。
＊4：刺激係数を考慮した条件比率を用いた評価を含む。
＊5：Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」に示す基本ケース
＊6：Ｓｓ５波は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｆ１，Ｆ２，Ｎ１及びＮ２

原子炉建物
地震応答解析
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表 3－2－4 原子炉建物 3 次元 FEM モデルによる面外応答の機器・配管系への影響を検討

した詳細評価条件（基準地震動Ｓｓ） 

 

表 3－2－5 原子炉建物 3 次元 FEM モデルによる面外応答の機器・配管系への影響を検討

した詳細評価結果（基準地震動Ｓｓ） 

 

設備名称 
設計用最大応答加速度 

(×9.80665 m/s2) 

影響評価用最大応答加速度 

(×9.80665 m/s2) 

原子炉建物天井クレーン 2.27 4.25 

設備名称 評価部位 応力分類 
発生値 

(MPa) 

許容値 

(MPa) 
判定 

原子炉 

建物天井クレーン 
落下防止ラグ 圧縮 250 254 〇 
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3.3 屋外重要土木構造物等 

3.3.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

(1) 構造形式の分類 

図 3－3－1 に屋外重要土木構造物等＊の配置図を示す。 

屋外重要土木構造物等は，その構造形式より 1)箱型構造物，2)線状構造物，3)円

筒状構造物，4)直接基礎，5)管路構造物及び 6)鉄骨構造の 6 つに大別される。 

屋外重要土木構造物等の構造形式を表 3－3－1 に示す。 

注記＊：屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土木構造物，波及的影

響を及ぼすおそれのある下位クラス施設のうち土木構造物及び１号機

取水槽北側壁を「屋外重要土木構造物等」という。 

 

 

図 3－3－1 屋外重要土木構造物等 配置図 

  



 

67 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

表 3－3－1 屋外重要土木構造物等の構造形式 

構造物名称 

要求機能 

1)箱型 

構造物 

2)線状 

構造物 

3)円筒状 

構造物 

4)直接 

基礎 

5)管路 

構造物 

6)鉄骨 

構造 

取水槽 ○      

屋外配管ダクト 

（タービン建物～排気筒） 
 ○    

 

Ｂ－ディーゼル燃料 

貯蔵タンク格納槽 
○     

 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディ

ーゼル燃料貯蔵タンク 

～原子炉建物） 

 ○    

 

屋外配管ダクト 

（タービン建物～放水槽） 
 ○    

 

取水管     ○  

取水口   ○    

第１ベントフィルタ格納槽 ○      

低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 
○     

 

緊急時対策所用 

燃料地下タンク 
○     

 

ガスタービン発電機用 

軽油タンク基礎 
   ○  

 

屋外配管ダクト（ガスター

ビン発電機用軽油タンク 

～ガスタービン発電機） 

 ○    

 

免震重要棟遮蔽壁  ○     

復水貯蔵タンク遮蔽壁   ○    

１号機取水槽ピット部及び

１号機取水槽漸拡ダクト部

底版並びに１号機取水槽北

側壁＊ 

○     

 

仮設耐震構台      ○ 

注記＊：「3.4 浸水防護施設の」より，１号機取水槽流路縮小工の間接支持構造物である１号機取水槽  

北側壁についても影響評価を整理する。  
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(2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

表 3－3－2 に従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧及び動水

圧，摩擦力，慣性力が挙げられる。 

 

表 3－3－2 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ＊ 

①動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価

対象断面に対して，平行に配

置される構造部材に作用す

る動土圧及び動水圧 

 

 

 

②摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生

じる相対変位に伴い発生す

る摩擦力 

 

 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 

 

 

 

注記＊：作用荷重のイメージ図は平面図を示す。 
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(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

評価対象構造物の地震時の挙動は，躯体が主に地中に埋設されることから，周辺

地盤の挙動に大きく影響される。3.3.1(2)で整理した荷重のうち「②摩擦力」や「③

慣性力」は，「①動土圧及び動水圧」と比較するとその影響は小さいことから，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象とする構造物の抽出では，

「①動土圧及び動水圧」による影響を考慮する。ただし，「3)円筒状構造物」及び

「4)直接基礎」のうち，地上に設置されている構造物の場合，「③慣性力」の影響

が大きくなることから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象

とする構造物の抽出では，「③慣性力」による影響を考慮する。 

表 3－3－3 に，3.3.1(1)で整理した構造形式ごとに，3.3.1(2)で整理した荷重作

用による影響程度を示す。 

「1)箱型構造物」は，妻壁（評価対象断面に対して平行に配置される壁部材）等

を有することから，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する「①動土

圧及び動水圧」が作用する。 

「2)線状構造物」については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻壁（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象断面に

対して直交する「①動土圧及び動水圧」は作用しない。 

「3)円筒状構造物」及び「4)直接基礎」については，従来設計手法における評価

対象断面に対して直交する「①動土圧及び動水圧」が作用し，図 3－3－2 に示すよ

うに水平 2 方向入力による応力の集中が考えられる。同様に，「3)円筒状構造物」

及び「4)直接基礎」のうち地上に設置されている構造物については，従来設計手法

における評価対象断面に対して直交する「③慣性力」が作用することによる応力の

集中が考えられる。 

「5)管路構造物」については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻側（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象断面に

対して直交する「①動土圧及び動水圧」は作用しない。一方，取水管は延長が長い

構造であることから，従来設計手法において，管軸方向と管軸直角方向の応力を合

成した応力評価を実施しており，水平 2 方向及び鉛直方向の地震力を同時に作用さ

せて評価を行っている。 

「6)鉄骨構造」については，その構造上の特徴として，直交する水平 2 方向の荷

重が応力として集中する部位として支持杭が考えられる。 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式として，「1)

箱型構造物」，「3)円筒状構造物」，「4)直接基礎」，「5)管路構造物」及び「6)

鉄骨構造」を抽出する。 
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表 3－3－3(1) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

構造形式の分類 

1)箱型構造物 

・取水槽 

・Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格

納槽 

・第１ベントフィルタ格納槽 

・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

・緊急時対策所用燃料地下タンク 

・１号機取水槽ピット部及び１号機

取水槽漸拡ダクト部底版並びに１

号機取水槽北側壁 

2)線状構造物 

・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

・屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯

蔵タンク～原子炉建物） 

・屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

・屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用

軽油タンク～ガスタービン発電機） 

・免震重要棟遮蔽壁 

3)円筒状構造物 

・取水口 

・復水貯蔵タンク遮蔽壁 

 

 

 

 

 

荷重の作用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①動土圧及び動水圧 妻壁に作用 ①動土圧及び動水圧 作用しない ①動土圧及び動水圧 作用する＊ 

②摩擦力 側壁に作用 ②摩擦力 側壁，頂版に作用 ②摩擦力 作用しない 

③慣性力 
全ての部材に
作用 ③慣性力 全ての部材に作用 ③慣性力 

全 ての部材 に
作用 

従来設計手法における評価断

面に対して直交する荷重の影

響程度 

従来設計手法における評価対象断面
に対して平行に配置される構造部材
（妻壁）を有し，「①動土圧及び動水
圧」による荷重が作用するため影響
大。 

従来設計手法における評価対象断面に対し
て平行に配置される構造部材を有さず，「①
動土圧及び動水圧」による荷重が作用しな
いため影響小。 

従来設計手法における耐震評価に対
して，直交する荷重として「①動土圧
及び動水圧」又は「③慣性力」による
荷重が作用するため影響大。 

抽出結果 ○ × ○ 

注記＊：「3)円筒状構造物」のうち地上に設置されている構造物については，「①動土圧及び動水圧」は作用しない。 

  

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  

従来設計手法における評価対象断面 

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  

従来設計手法における評価対象断面 従来設計手法における評価対象断面 

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  
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表 3－3－3(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

構造形式の分類 
4)直接基礎 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

5)管路構造物 

取水管 

6)鉄骨構造 

仮設耐震構台 

 

 

 

 

 

荷重の作用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

応力の集中する支持杭 

①動土圧及び動水圧 作用する＊ ①動土圧及び動水圧 作用しない ①動土圧及び動水圧 作用しない 

②摩擦力 作用しない ②摩擦力 側壁，頂版に作用 ②摩擦力 作用しない 

③慣性力 全ての部材に作用 ③慣性力 全ての部材に作用 ③慣性力 
全 て の 部 材 に
作用 

従来設計手法にお

ける評価断面に対

して直交する荷重

の影響程度 

従来設計手法における耐震評価に対し
て，直交する荷重として「①動土圧及び
動水圧」又は「③慣性力」による荷重が
作用するため影響大。 

従来設計手法における評価対象断面に対し
て平行に配置される構造部材を有さず，①
動土圧及び動水圧による荷重が作用しない

ため影響小。 
ただし，取水管は延長が長い構造であるこ
とから，管軸方向と管軸直角方向の応力を

合成した応力評価を実施しており，従来設
計手法において水平 2 方向及び鉛直方向の
地震力の組合せが考慮されている。 

従来設計手法における耐震評価に
対して，直交する荷重として「③慣
性力」による荷重が作用するため
影響大。 

抽出結果 ○ ○ ○ 

   注記＊：「4)直接基礎」のうち地上に設置されている構造物については，「①動土圧及び動水圧」は作用しない。 

 

管軸方向（強軸方向）  

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  

  
 

  

管軸直角方向（弱軸方向）  

従来設計手法における評価対象断面 

荷重 

荷重 
（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  
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図 3－3－2 円筒状構造物及び直接基礎にかかる応答特性 

  

円筒状構造物 

（例：取水口） 

 応力が集中 

荷重 

荷重 x 

y 
直接基礎 

（ガスタービン発電機

用軽油タンク基礎） 
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(4) 従来設計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇

所の抽出 

(3)で抽出しなかった構造形式である線状構造物について，構造物ごとの平面図

及び断面図を以下に示す。各構造物の構造，地盤条件等を考慮したうえで，従来設

計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇所を抽出

する。 

線状構造物として分類した屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外配管

ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（タービ

ン建物～放水槽），屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスター

ビン発電機）及び免震重要棟遮蔽壁について，各構造物の構造，地盤条件等を考慮

したうえで，従来設計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定

される箇所を確認した。 

その結果，これらの構造物については，従来設計手法における評価対象断面以外

の 3 次元的な応答特性が想定される箇所がないことを確認した。 

 

a. 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

図 3－3－3～3－3－7 に屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の平面図及び

断面図を示す。屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，構造目地を設けるた

め，独立した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定され

ず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 
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図 3－3－3 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図  

Ｂ 

Ｂ Ａ 

Ａ 

Ｃ Ｃ 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） 

 
至 タービン 

建物 

至 排気筒 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～排気筒） 

Ｄ Ｄ 

至 放水槽 

：構造目地
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図 3－3－4 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

 

図 3－3－5 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

  

（単位:mm） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

（単位:mm） 

：構造目地
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図 3－3－6 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

 

図 3－3－7 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

 

 

  

（単位:mm） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） 

（単位:mm） 

：構造目地
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b. 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

図 3－3－8～3－3－13 に屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）の平面図及び断面図を示す。屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク～原子炉建物）は，構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接している

のみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の

組合せの影響は小さい。 

図 3－3－8 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

平面図 

\\

￥

\\

￥
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図 3－3－9 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－10 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－11 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 3－3－12 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

図 3－3－13 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｅ－Ｅ断面） 

（単位:mm） 

：構造目地
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c. 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

図 3－3－14～3－3－18 に屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の平面図及

び断面図を示す。屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）は，構造目地を設ける

ため，独立した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定さ

れず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

図 3－3－14 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 平面図 

\\

￥

\\

￥

\\

￥
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図 3－3－15 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－16 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－17 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－18 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

  

（単位:mm） 

Ｓ Ｗ 

：構造目地
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d. 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

図 3－3－19 及び図 3－3－20 に屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タン

ク～ガスタービン発電機）の平面図及び断面図を示す。屋外配管ダクト（ガスター

ビン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，構造目地を設けるため，独立

した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

 

図 3－3－19 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 

  

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 

：構造目地
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図 3－3－20 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

  

（単位:mm） 
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e. 免震重要棟遮蔽壁 

免震重要棟遮蔽壁については，図 3－3－21 の平面図に示すとおり，屋外の上位

クラスの施設である緊急時対策所に波及的影響を及ぼす範囲に屈曲部や隅角部は

存在しないことから，3 次元的な応答特性が想定される箇所としては対象外である。 

 

 

                ：構造目地 

図 3－3－21 免震重要棟遮蔽壁 平面図 
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(5) 従来設計手法の妥当性の確認 

図 3－3－22 に示すとおり，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版の

一部が屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂板の一部と一体化している部

位については，妻壁に相当する部位があり，3 次元的な拘束効果が発生するため，

従来設計では評価していない配力鉄筋への影響を確認する必要がある。よって，屋

外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

との一体化部については，弱軸方向への変形により発生する軸方向の引張力が配力

鉄筋に与える影響を確認するため，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

影響評価を実施する。 
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（３次元構造解析モデル（方向①）） 

 

 

（３次元構造解析モデル（方向②）） 

図 3－3－22 屋外配管ダクト(タービン建物～排気筒)と屋外配管ダクト（タービン建物

～放水槽）との一体化部イメージ  

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

 Ｎ 

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

イメージ図方向①

イメージ図方向②

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気

筒） 

 

屋外配管ダクト（タービン建物

～放水槽） 

 

東 

西 

西 

東 

３次元構造解析モデル（方向①） 

３次元構造解析モデル（方向②） 



 

88 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

3.3.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.3.1 の検討を踏まえ，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価

を検討すべき構造形式として，構造及び作用荷重の観点から，箱型構造物及び線状

構造物を抽出した。以下に，構造形式ごとの選定結果を示す。 

(1) 箱型構造物 

箱型構造物については，取水槽，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽，第１ベ

ントフィルタ格納槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，緊急時対策所用燃料地下

タンク，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版)の全ての構造

物に対して，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。箱形

構造物の平面図及び断面図を図 3－3－23～図 3－3－47 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3－23 取水槽 平面図  

（単位:mm） 

Ｃ Ａ Ｂ 

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｅ 

Ｅ 

Ｄ 
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図 3－3－24 取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面) 

 

 

図 3－3－25 取水槽 断面図(Ｂ－Ｂ断面) 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－26 取水槽 断面図(Ｃ－Ｃ断面) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3－27 取水槽 断面図(Ｄ－Ｄ断面) 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ 

Ｃ Ａ Ｂ Ｅ 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－28 取水槽 断面図(Ｅ－Ｅ断面) 

 

  

（単位:mm） 
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図 3－3－29 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 平面図 

図 3－3－30 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

\\

￥
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図 3－3－31 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－32 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 3－3－33 第 1 ベントフィルタ格納槽 平面図 

図 3－3－34 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－35 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－36 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－37 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

図 3－3－38 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 

（単位:mm） 
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図 3－3－39 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－40 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－41 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

図 3－3－42 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－43 緊急時対策所用燃料地下タンク 平面図 

 

 

図 3－3－44 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 3－3－45 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（Ｂ－Ｂ断面）  

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 

Ｂ Ｂ 

（単位:mm） 
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図 3－3－46 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版 

並びに１号機取水槽北側壁平面図 

 

 

 

 

 

図 3－3－47 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版 

並びに１号機取水槽北側壁断面図（Ａ－Ａ断面） 

  

対象箇所位置 

（単位:mm） 

漸拡ダクト部底
版 

取水槽ピット部 

：対象箇所位置 

：取水槽ピット部 （単位:mm） 

北側壁 
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(2) 線状構造物 

線状構造物については，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版の一部

が屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂板の一部と一体化している部位に，

妻壁に相当する部位があり，3 次元的な拘束効果が発生するため，一体化部に対し

て水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。屋外配管ダクト

（タービン建物～排気筒）の平面図及び断面図を図 3－3－48～図 3－3－50 に示す。

断面図は一体化部が関係するＢ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面のみ示す。断面図には，一

体化部として影響評価を行う屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版を示

す。 

 

 

図 3－3－48 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 
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至 放水槽 
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：一体化部 

：構造目地 
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図 3－3－49 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

 

 

図 3－3－50 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

  

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

一体化部 
（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）底板） 

（単位:mm） 
：一体化部 

：構造目地 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） （単位:mm） 

一体化部 
（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）底板） 

：一体化部 

：構造目地 
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(3) 円筒状構造物 

円筒状構造物については，取水口及び復水貯蔵タンク遮蔽壁に対して，水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。円筒状構造物の平面図及び

断面図を図 3－3－51～図 3－3－55 に示す。 

 

 

 

 

図 3－3－51 取水口 平面図 

  

N 取水口Ⅰ 

取水口Ⅱ 
Ｂ 

Ａ 

Ａ 

Ｂ 
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図 3－3－52 取水口 断面図（Ａ－Ａ断面） 

  

図 3－3－53 取水口 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－54 復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図 

 

 

図 3－3－55 復水貯蔵タンク遮蔽壁 断面図（Ａ－Ａ断面） 

  

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

 PN

（単位:mm） 

（単位:mm） 



 

106 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

(4) 直接基礎 

直接基礎については，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎に対して，水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。ガスタービン発電機用軽油

タンク基礎の平面図及び断面図を図 3－3－56 及び図 3－3－57 に示す。 

 

  

図 3－3－56 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 

Ｂ Ｂ 
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図 3－3－57 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図 

（Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

  

（単位:mm） 
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 (5) 管路構造物 

管路構造物については，取水管に対して，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる影響評価を行う。取水管の平面図及び断面図を図 3－3－58～図 3－3－60

に示す。 

 

図 3－3－58 取水管 平面図 
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図 3－3－59 取水管 断面図（Ａ－Ａ断面） 
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図 3－3－60 取水管 断面図（Ｅ－Ｅ断面） 
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(6) 鉄骨構造

鉄骨構造については，仮設耐震構台の支持杭に対して，水平 2 方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる影響評価を行う。仮設耐震構台の平面図及び断面図を図 3－

3－61～63 に示す。 

（単位：mm）

図 3－3－61 仮設耐震構台 平面図 

（単位：mm） 

図 3－3－62 仮設耐震構台 断面図（Ａ－Ａ断面） 
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                                         （単位：mm）  

図 3－3－63 仮設耐震構台 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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3.3.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

(1) 箱型構造物 

a. 評価方法 

箱型構造物のうち，本書においては，矩形の構造物のうち構造が単純で水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価が明確なＢ－ディーゼル燃料貯蔵

タンク格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽及び

緊急時対策所用燃料地下タンクの評価結果を示す。 

なお，取水槽については，Ⅵ-2-2-19「取水槽の耐震性についての計算書」におい

て，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版については，Ⅵ-2-

11-2-4「１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版の耐震性につい

ての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評

価を実施し，十分な構造強度を有していることを確認している。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，箱型構造物

の弱軸方向断面及び強軸方向断面におけるそれぞれの 2 次元地震応答解析にて，互

いに干渉し合う断面力や応力を選定し，弱軸方向加振における部材照査において，

強軸方向加振の影響を考慮し評価する。 

強軸方向加振については，箱型構造物の隔壁・側壁が，強軸方向加振にて耐震壁

としての役割を担うことから，当該構造部材を耐震壁と見なし，「鉄筋コンクリー

ト構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）」（以下「Ｒ

Ｃ規準」という。）に準拠し耐震評価を実施する。 

ＲＣ規準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）に対して，コンクリート

のみで負担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できるせん断耐力のいずれか大き

い方を鉄筋コンクリートのせん断耐力として設定する。したがって，壁部材に生じ

るせん断力がコンクリートのみで負担できるせん断力以下であれば，鉄筋によるせ

ん断負担はなく鉄筋には応力が発生しないものとして取り扱う。 

一方，強軸方向加振にて生じるせん断力を，箱型構造物の隔壁・側壁のコンクリ

ートのみで負担できず，鉄筋に負担させる場合，図 3－3－64 に示すとおり，強軸

方向加振にて発生する側壁・隔壁の主筋の発生応力が，弱軸方向における構造部材

の照査に影響を及ぼす可能性がある。 

したがって，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価において

は，強軸方向加振にて発生する応力を，弱軸方向における構造部材の照査に付加す

ることで，その影響の有無を検討する。 

弱軸方向及び強軸方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準地震動Ｓｓを

用いる。 

図 3－3－65に水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価フローを示す。 
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図 3－3－64 強軸方向加振及び弱軸方向加振において発生する断面力・応力 

 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 備考

My (y軸まわりの曲げモーメント) △ ×

Mx (x軸まわりの曲げモーメント) × ○

Nz (鉛直方向軸力) ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

Nzx (zx平面面内せん断) ○ ×

Qz (z方向面外せん断) × ○

主筋 ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

配力筋 ○ ×

せん断補強筋 × ○

（○：発生する可能性あり，△：発生する可能性があるが極めて軽微，×：発生しない）

断面力

応力

z 

y 
z 

x 

y 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 
（左図赤線断面） 

主筋 
配力筋 
せん断補強筋 

地震力の向き 地震力の向き 
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図 3－3－65 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○強軸方向での地震応答解析及び部材照査

基準地震動Ssによる縦断方向の地震応答解析

壁部材に発生する面内せん断力

発生応力をコンクリート
のみで負担可能

壁部材の鉄筋には応力が発生しない

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響なし

NO
部材照査

：両加振の耐震評価の関連性 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せ考慮した部材照査

構造部材の曲げ照査

・変形量照査
(層間変形角)

・鉄筋の発生応力
(鉄筋が降伏しないか)

構造部材のせん断照査
Vyd=Vcd+Vsd

Vyd：せん断耐力
Vcd：コンクリートが

負担するせん断耐力
Vsd：鉄筋が負担する

せん断耐力

Vcd =ｆ （f’cd ,As ,Md ,N,・・・）

部材照査

構造部材の断面力・発生応力

基準地震動Ssによる弱軸方向の地震応答解析

○弱軸方向での地震応答解析及び部材照査

強軸方向加振による
発生応力を考慮

YES

強軸方向加振による 

発生応力を考慮 

基準地震動 Ss による強軸方向の地震応答解析 
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b. 評価条件 

箱型構造物の評価条件については，各構造物それぞれに対応する地震応答計算書

に記載の解析手法，解析モデルの設置，解析ケース及び地震動とする。 

 

c. 許容限界 

許容限界は，ＲＣ規準を参考に，コンクリートの短期許容せん断応力度ｆｓとす

る。 

表 3－3－4 に各構造物におけるコンクリートの短期許容せん断応力度を示す。 

 

表 3－3－4 コンクリートの短期許容せん断応力度 

対象構造物 
設計基準強度 

Ｆｃ（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

備考 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク格納槽 

24.0 1.11 
（Ｆｃ/30 かつ

0.5＋Ｆｃ/100 以

下）の 1.5 倍 

第１ベントフィルタ格納槽 

低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽 

緊急時対策所用燃料地下タ

ンク 

１号機取水槽ピット部及び

１号機取水槽漸拡ダクト部

底版 

20.6 1.05 
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d. 評価結果

(a) Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

強軸方向断面（Ｂ－Ｂ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－5 に

示すとおり最大で 0.47（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による許容限界であ

る短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を下回ることか

ら強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の耐震評価に影

響を与えることはない。 

表 3－3－5 面内せん断に対する照査結果（対象部位１） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.39 

1.11 

0.36 

－＋ 0.34 0.31 

＋－ 0.40 0.37 

－－ 0.34 0.31 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.26 0.24 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.29 0.27 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.33 0.30 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.28 0.26 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.28 0.25 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.37 0.34 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.47 0.43 

注：評価位置を図 3－3－66 に示す。 

（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－66 対象部位 

１ 
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(b) 第１ベントフィルタ格納槽

強軸方向断面（Ｃ－Ｃ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－6～

表 3－3－9 に示すとおり最大で 0.76（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による

許容限界である短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を

下回ることから強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の

耐震評価に影響を与えることはない。 

表 3－3－6 面内せん断に対する照査結果（対象部位１） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.20 

1.11 

0.18 

－＋ 0.20 0.19 

＋－ 0.20 0.18 

－－ 0.18 0.16 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.16 0.15 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.14 0.13 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.13 0.13 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.13 0.12 

－＋ 0.13 0.12 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.12 0.11 

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.13 0.12 

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.14 0.13 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.21 0.19 

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.21 0.19 

注：評価位置を図 3－3－67 に示す。 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－67 対象部位 

１ 

２ 

３ 

４ 
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表 3－3－7 面内せん断に対する照査結果（対象部位２） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.53  

1.11 

0.48  

－＋ 0.45  0.41  

＋－ 0.52  0.47  

－－ 0.45  0.41  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.38  0.34  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.35  0.32  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.36  0.33  

－＋ 0.39  0.36  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.34  0.31  

－＋ 0.34  0.31  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.35  0.32  

－＋ 0.33  0.30  

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.39 0.36  

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.39 0.36 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.44 0.40  

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.44 0.40  

注：評価位置を図 3－3－68 に示す。 

 

 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－68 対象部位 

 

  

１ 

２ 

３ 

４ 
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表 3－3－8 面内せん断に対する照査結果（対象部位３） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.61  

1.11 

0.55  

－＋ 0.57  0.52  

＋－ 0.59  0.54  

－－ 0.57  0.52  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.44  0.40  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.42  0.38  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.37  0.34  

－＋ 0.46  0.41  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.37  0.34  

－＋ 0.37  0.34  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.35  0.32  

－＋ 0.39  0.36  

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.41  

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.46 0.42 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.45  

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.45 

注：評価位置を図 3－3－69 に示す。 

 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－69 対象部位 

  

１ 

２ 

３ 
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表 3－3－9 面内せん断に対する照査結果（対象部位４） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.76  

1.11 

0.69  

－＋ 0.66  0.60  

＋－ 0.75  0.68  

－－ 0.71  0.64  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.51  0.46  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.55  0.50  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.48  0.44  

－＋ 0.56  0.50  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.47  0.43  

－＋ 0.47  0.43  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.47  0.43  

－＋ 0.45  0.41  

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.55 0.50  

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.57 0.52 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.59 0.53  

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.58 0.53  

注：評価位置を図 3－3－70 に示す。 

 

 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－70 対象部位 

  

１ 

２ 

３ 
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(c) 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

強軸方向断面（Ｃ－Ｃ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－10～

表 3－3－14 に示すとおり最大で 0.96（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による

許容限界である短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を

下回ることから強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の

耐震評価に影響を与えることはない。 

 

表 3－3－10 面内せん断に対する照査結果（対象部位１） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.44  

1.11 

0.40  

－＋ 0.35  0.32  

＋－ 0.29  0.27  

－－ 0.37  0.34  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.24  0.22  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.26  0.24  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.23  0.22  

－＋ 0.23  0.22  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.23  0.21  

－＋ 0.21  0.19  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.25  0.23  

－＋ 0.21  0.19  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.29 0.27  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.29 0.27  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.40 0.37  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.40 0.37  

注：評価位置を図 3－3－71 に示す。 

 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－71 対象部位  

１ ２ 

３ 

４ 

５ 
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表 3－3－11 面内せん断に対する照査結果（対象部位２） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.13  

1.11 

0.12  

－＋ 0.11  0.11  

＋－ 0.10  0.09  

－－ 0.13  0.12  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.08  0.08  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.09  0.09  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.08  0.08  

－＋ 0.08  0.08  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.07  0.07  

－＋ 0.06  0.06  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.07  0.07  

－＋ 0.07  0.07  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.10 0.09  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.10 0.09  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.11 0.11  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.11 0.10  

注：評価位置を図 3－3－72 に示す。 

 

 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－72 対象部位 
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表 3－3－12 面内せん断に対する照査結果（対象部位３） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.61  

1.11 

0.55  

－＋ 0.57  0.51  

＋－ 0.56  0.51  

－－ 0.58  0.53  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.42  0.38  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.47  0.43  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.40  0.37  

－＋ 0.46  0.42  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.39  0.36  

－＋ 0.38  0.34  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.36  0.33  

－＋ 0.38  0.35  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.52  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.52  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.69 0.63  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.70 0.63  

注：評価位置を図 3－3－73 に示す。 

 

 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－73 対象部位 
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表 3－3－13 面内せん断に対する照査結果（対象部位４） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.88  

1.11 

0.80  

－＋ 0.96  0.87  

＋－ 0.88  0.80  

－－ 0.94  0.85  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.65  0.59  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.74  0.67  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.63  0.58  

－＋ 0.67  0.60  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.59  0.53  

－＋ 0.61  0.55  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.59  0.53  

－＋ 0.58  0.53  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.88 0.80  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.88 0.80  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.93 0.84  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.93 0.84  

注：評価位置を図 3－3－74 に示す。 

 

 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－74 評価位置図 
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表 3－3－14 面内せん断に対する照査結果（対象部位５） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.65  

1.11 

0.59  

－＋ 0.68  0.61  

＋－ 0.55  0.50  

－－ 0.70  0.63  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.45  0.41  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.59  0.53  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.54  0.49  

－＋ 0.37  0.34  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.47  0.43  

－＋ 0.42  0.38  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.45  0.41  

－＋ 0.42  0.38  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.56  0.51  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.51  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.71 0.64  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.70 0.64  

注：評価位置を図 3－3－75 に示す。 

 

 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－75 対象部位 
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(d) 緊急時対策所用燃料地下タンク 

強軸方向断面（Ｂ－Ｂ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－15 に

示すとおり最大で 0.23（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による許容限界であ

る短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を下回ることか

ら強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の耐震評価に影

響を与えることはない。 

 

表 3－3－15 面内せん断に対する照査結果（対象部位１） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

ｆｓ（N/mm2） 

照査値 

τmax／ｆｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.22 

1.11 

0.20 

－＋ 0.20 0.18 

＋－ 0.23 0.21 

－－ 0.20 0.18 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.01 0.01 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.01 0.01 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.19 0.17 

－＋ 0.20 0.19 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.15 0.14 

－＋ 0.18 0.17 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.16 0.14 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.23 0.20 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.22 0.20 

注：評価位置を図 3－3－76 に示す。 

 

 

（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－76 対象部位  

１ 
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(2) 線状構造物 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）については，Ⅵ-2-2-21「屋外配管ダク

ト（タービン建物～排気筒）の耐震性についての計算書」において，水平 2 方向及

び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強度を有して

いることを確認している。 

 

(3) 円筒状構造物 

取水口については，Ⅵ-2-2-29「取水口の耐震性についての計算書」において，復

水貯蔵タンク遮蔽壁については，Ⅵ-2-11-2-12「復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性に

ついての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐

震評価を実施し，十分な構造強度を有していることを確認している。 

 

(4) 直接基礎 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎については，Ⅵ-2-2-36「ガスタービン発

電機用軽油タンク基礎の耐震性についての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直

方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強度を有しているこ

とを確認している。 

 

(5) 管路構造物 

取水管については，Ⅵ-2-2-28「取水管の耐震性についての計算書」において，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強

度を有していることを確認している。 

 

(6)  鉄骨構造 

仮設耐震構台の支持杭 

(a) 評価内容 

仮設耐震構台の支持杭の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影

響評価については，弱軸方向における構造解析にて評価した断面力を用いる

ことで,照査値が基準値以下であることを確認する。 

 

(b) 評価対象 

評価対象は，Ⅵ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算書」に

示す評価対象部位である水平材，斜材及び支持杭のうち，直交する水平2方

向の荷重が応力として集中する部位である南側及び北側の支持杭を対象とす

る。 

仮設耐震構台の支持杭の評価対象部位を図3－3－77に示す。 
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                           （単位：mm） 

 

 

 

（単位：mm）        

 

図 3－3－77 仮設耐震構台の支持杭の評価対象部位 

 

 

 

 

 

 

 

北側 南側 

評価対象部位（支持杭） 
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(c) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査値の評価方法 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査は，従来の水平 1 方向及び

鉛直方向地震力が各方向１：１で入力された場合に，評価対象部位である支

持杭に作用する荷重や応力を考慮し，(d) 評価条件に示す②発生応力度／許

容限界の基準値で設定する値を用いて影響を検討する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査方法，解析ケースについて

は，Ⅵ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算書」に示す方法と

同様とする。 

 

(d) 評価条件 

①評価項目 

地震応答解析は，Ⅵ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算

書」に示す，地震応答解析により得られる評価対象部位の曲げ軸力及びせん

断応力とする。 

 

②発生応力度／許容限界の基準値 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの裕度の基準値については，Ⅵ-

2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算書」に示す発生応力度／

許容限界の照査値 1.0 以下に対し，水平 2 方向の地震力を考慮した基準値と

して 1/√2(≒0.70)以下とする。 
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(e) 評価結果 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく影響評価結果を表 3－3－ 

－14 に示す。支持杭に発生する曲げ軸力及びせん断力の照査値は基準値 0.70 

以下であることを確認した。 

 

表 3－3－14(1) 影響評価結果（曲げ軸力に対する照査値） 

地震動＊ 部位 

断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 
支持杭 

（南側） 
333 -1814 0.49＜0.7 

注記＊：発生応力度が最大となる地震動を示す。 

 

表 3－3－14(2) 影響評価結果（せん断力に対する照査値） 

地震動＊ 部位 

発生応力

度 

（N/mm2） 

許容応力

度 

（N/mm2） 

照査値 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 
支持杭 

（南側） 
28 120 0.24＜0.7 

注記＊：発生応力度が最大となる地震動を示す。 
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3.3.4 機器・配管系への影響 

屋外重要土木構造物等において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響     

評価対象として抽出した構造物について，機器・配管系への影響の可能性について  

検討した。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響については，構造

物にねじれが発生する場合，応答に影響を与えると考えられる。 

 

(1) 箱型構造物 

箱型構造物については，鉄筋コンクリート部材の底版や側壁が厚く，全体の剛性

が大きいことから，地震力によるねじれが発生し難い構造となる。そのため，直交

するそれぞれの方向の加振の影響は互いに顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

 

(2) 線状構造物 

線状構造物のうち，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象とし

て抽出した屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の一体化部については，直交

するダクトが交差する箇所であり，剛性が大きいことから，地震力によるねじれが

発生し難い構造となる。そのため，直交するそれぞれの方向の加振の影響は互いに

顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

 

(3) 円筒状構造物 

円筒状構造物である取水口及び復水貯蔵タンク遮蔽壁については，機器・配管系

を支持していないことから影響はない。 

 

(4) 直接基礎 

直接基礎であるガスタービン発電機用軽油タンク基礎については，鉄筋コンクリ

ート部材の底版が厚く，全体の剛性が大きい。また，鉛直部材が左右対称に配置さ

れており，地震力によるねじれが発生し難い構造となる。そのため，直交するそれ

ぞれの方向の加振の影響は互いに顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

 

(5) 管路構造物 

管路構造物である取水管については，機器・配管系を支持していないことから影

響はない。 

 

 (6) 鉄骨構造 

鉄骨構造である仮設耐震構台については，機器・配管系を支持していないこと 

から影響はない。  
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3.3.5 まとめ 

屋外重要土木構造物等において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける

可能性がある施設（部位）について，従来設計手法における保守性も考慮したうえ

で抽出し，水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を評価

した。その結果，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定した発生応力が許容値を満

足し，施設が有する耐震性に影響のないことを確認した。 
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3.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

3.4.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

(1) 評価対象となる施設の整理 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価を実施する対象設備は，津波

防護施設である防波壁，防波壁通路防波扉及び１号機取水槽流路縮小工，浸水防止

設備である防水壁，屋外排水路逆止弁，水密扉，床ドレン逆止弁，隔離弁，貫通部

止水処置，ポンプ及び配管，津波監視設備である津波監視カメラ及び取水槽水位計

とする。各構造物の位置図を図 3－4－1 に，評価対象施設を表 3－4－1 に示す。 

 

 

 

 

 

図 3－4－1（1） 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

２号炉 

 

復水器エリア防水壁 

貫通部止水処置 

復水器エリア水密扉 

タービン建物床ドレン逆止弁 Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原子炉建物） 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

凡例 
津波防護施設 

津波監視設備 

設計基準対象施設（重大事故等対処 

設備を含む）の津波防護対象設備を 

内包する建物・区画 
 

浸水防止設備 

(外郭防護) 

浸水防止設備 

(内郭防護)＊ 

重大事故等対処施設の津波防護対象 

設備を内包する建物・区画  

注記＊：基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ機能保持のみを要求する機器・配管を除く。 

廃棄物処理建物 

制御室建物 

１号機取水槽流路縮小工 

取水槽水位計 

取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア水密扉 

取水槽床ドレン逆止弁 

貫通部止水処置 

隔離弁 

貫通部止水処置 

防波壁 

第４保管エリア（EL 8.5m） 
屋外排水路逆止弁 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

隔離弁 

排気筒 

津波監視カメラ 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽 

原子炉建物 

防波壁通路防波扉 
取水槽海水ポンプエリア， 

取水槽循環水ポンプエリア 

第３保管エリア（EL 13.0～33.0m） 

津波監視カメラ 

津波監視カメラ 

EL 6.5m 

EL 8.5m 

EL 44.0m 

EL 15.0m Ａ-非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系） 

第２保管エリア（EL 44.0m） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

タービン建物 

屋外排水路逆止弁 

屋外排水 

路逆止弁 
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図 3－4－1（2） 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図 

 

 

 

図 3－4－1（3） 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図 
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図 3－4－1（4） 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図 
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図 3－4－1（5） 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図  
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表 3－4－1 評価対象施設 

設備名称 施設分類 

防波壁 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

津波防護施設 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁通路防波扉 防波壁通路防波扉（１号機北側） 

防波壁通路防波扉（２号機北側） 

防波壁通路防波扉（荷揚場南） 

防波壁通路防波扉（３号機東側） 

１号機取水槽流路縮小工 

防水壁 取水槽除じん機エリア防水壁 

浸水防止設備 

復水器エリア防水壁 

屋外排水路逆止弁 

水密扉 取水槽除じん機エリア水密扉 

復水器エリア水密扉 

床ドレン逆止弁 取水槽床ドレン逆止弁 

タービン建物床ドレン逆止弁 

隔離弁 タービン補機海水系隔離システム 

（電動弁，漏えい検知器，制御盤） 

逆止弁 

ポンプ及び配管 

貫通部止水処置 

津波監視カメラ 

津波監視設備 

取水槽水位計 
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津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せの影響評価は，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関す

る影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」，「4.3 屋外重要土木構造物等」に分

類し評価を行っていることから，その分類を表 3－4－2 に示す。 

浸水防止設備及び津波監視設備のうち，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」に基づき，「3.2 機

器・配管系」にて評価結果を示している施設については，本章では評価は省略する。

浸水防止設備の間接支持構造物のうち，「3.1 建物・構築物」及び「3.3 屋外重

要土木構造物等」にて評価結果を示している施設についても，本章では評価は省略

する。 
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表 3－4－2 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の分類 

分類 名称 区分 

津波防護施設 

防波壁 

「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。 

防波壁通路 

防波扉 

１号機北側 「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.4.4」に整理する。 ２号機北側 

荷揚場南 「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。 ３号機東側 

１号機取水槽流路縮小工 

「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.3」に整理する。 

浸水防止設備 

防水壁 

「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。なお，間接支持

構造物の影響評価は，「3.1」及び「3.3」

に整理する。 

屋外排水路逆止弁 

「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.1」，「3.3」又は「3.4.4」

に整理する。 

水密扉 

床ドレン逆止弁 

隔離弁 

ポンプ及び配管 

貫通部止水処置 

津波監視設備 

津波監視カメラ 「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.3」又は「3.4.4」に整理す

る。 取水槽水位計 
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(2) 構造形式の分類 

本章における評価対象構造物である津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設

備並びにその間接支持構造物の構造形式の分類を表 3－4－3 に示す。 

構造形式により線状構造物及び鋼管杭基礎の 2 つの構造形式に分類される。 
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表 3－4－3 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

並びにその間接支持構造物の構造形式の分類 

分
類 

構造物 線状構造物 鋼管杭基礎 

津
波
防
護
施
設 

防波壁 

多重鋼管杭式擁壁 
〇 

（上部工） 

〇 

（鋼管杭） 

逆Ｔ擁壁 
〇 

（上部工） 
 

波返重力擁壁 
〇 

（上部工・下部工） 
 

防波壁通路 

防波扉 

１号機北側 

○ 

（防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）＊１） 

 

２号機北側 

○ 

（防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）＊１） 

 

荷揚場南 
〇 

（上部工＊２） 

〇 

（鋼管杭） 

３号機東側 
〇 

（上部工＊２） 
 

浸
水
防
止
設
備 

防水壁 

取水槽除じん機 

エリア防水壁 

○ 

（防水壁） 
 

復水器エリア 

防水壁 

○ 

（防水壁） 
 

津
波
監
視
設
備 

津波監視カメラ 

〇 

（防波壁（波返重力擁

壁）＊１） 

 

注記＊1：間接支持構造物を示す。なお，本表に示している設備以外の浸水防止設備及び

津波監視設備の間接支持構造物については「3.1 建物・構築物」及び「3.3 屋

外重要土木構造物」にて評価結果を示していることから，本章では評価は省略

する。 
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＊2：主たる止水構造である防波扉（鋼製扉体）については，従来設計手法における

評価対象断面に対して直交方向（強軸方向）の断面係数が相対的に大きいため，

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さいことから評価は省略す

る。一方，防波扉（鋼製扉体）を支持する左右のＲＣ支柱については，線状構

造物である防波壁と一体構造であり，強軸方向の慣性力等の荷重が作用するこ

とで，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定されるため，評価

対象とする。 

  



 

144 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

摩
擦
力

従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

慣
性
力

従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

動土圧・動水圧

(3) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

表 3－4－4 に従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧，動水圧，

摩擦力及び慣性力が挙げられる。 

 

表 3－4－4 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ 

①動土圧 

 及び 

 動水圧 

従来設計手法における評価

対象断面に対して，平行に

配置される構造部材に作用

する動土圧及び動水圧 

 

②摩擦力 周辺の埋戻土と躯体間で生

じる相対変位に伴い発生す

る摩擦力 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 
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(4) 荷重の組合せによる応答特性が想定される箇所 

表 3－4－5 に，3.4.1(2)で整理した構造形式，3.4.1(3)で整理した荷重作用によ

る影響程度と，各構造物の概略図と特徴を示す。 

また，荷重の組合せによる応答特性が想定される箇所として，鋼管杭基礎の防波

壁（多重鋼管杭式擁壁）及び防波壁通路防波扉（荷揚場南）の下部工を抽出する。 
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構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物

（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁

）
上
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る

荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交

方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁

）
の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な
水

平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い

こ
と
及
び
面
内
荷
重

と
し
て
強
軸
方
向
の
慣
性
力
に
よ
り
発
生
す
る
応
力
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出
結
果

×

埋
戻
土

岩
盤

鋼
管
杭

埋
戻
土

捨
石

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

加
振
方
向

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式

擁
壁
）
の
上
部
工

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁
（

多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
の
上
部
工

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
－

4
－

5
(
1
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
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表
3
－

4
－

5
(
2
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
 

構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物
（
防

波
壁

（
逆
Ｔ
擁
壁
）
上
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交
方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）
の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な
水
平

2方
向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い
こ
と
及
び
強
軸
方
向
の

慣
性

力
に

よ
り

発
生

す
る

応
力

の
影

響
は

小
さ

い
こ

と
か

ら
，

水
平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出
結
果

×

埋
戻
土

岩
盤

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー

鋼
管
杭

改
良
地
盤

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

加
振
方
向

防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）
の

上
部
工

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁

）
の
上
部
工

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ鋼
管
杭

*

注
記
＊
：
防
波
壁
（
逆

T
擁
壁
）
は
，
鋼
管
杭
の
効
果
を
期
待
し
な
い
設
計
と
す
る
。
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表

3
－

4
－

5
(
3
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
 

構
造

形
式
の
分
類

線
状
構
造
物
（
防
波
壁
（
波

返
重

力
擁
壁
）
上
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評

価
対
象
断
面
に
対
し
て
直
交

す
る
側
面
に
作
用
す
る

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交
方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
（
波
返
重
力
擁
壁
）
の
上
部
工

に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な
水
平

2方
向

入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い
こ
と
及
び
強
軸
方
向
の
慣

性
力
に
よ
り
発
生
す
る
応
力
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出
結
果

×

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

岩
盤

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー

護
岸

消
波
ブ
ロ
ッ
ク

埋
戻
土

（
掘
削
ズ
リ
）

改
良
地
盤

砂
礫
層

加
振
方
向

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁
（
波
返
重
力
擁
壁
）
の
上
部
工防

波
壁
（
波
返
重
力
擁
壁
）

の
上
部
工

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
*

注
記
＊
：
防
波
壁
（
波
返
重
力
擁
壁
）
は
，
グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
の
効
果
を
期
待
し
な
い
設
計
と
す
る
。
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表

3
－

4
－

5
(
4
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

下
部

工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

側
面

に
作

用
す

る

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・
従

来
設

計
手

法
に

お
け

る
評

価
対

象
断

面
に

対
し

て
直

交
方

向
（

強
軸

方
向

）
に

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

影
響

の
程

度
が

小
さ

い
。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

の
下

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
下

部
工

は
強

軸
方

向
の

慣
性

力
に

よ
り

発
生

す
る

応
力

の
影

響
は

小
さ

い
こ

と
か
ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出

結
果

×

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

岩
盤

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー

護
岸

消
波
ブ
ロ
ッ
ク

埋
戻
土

（
掘
削
ズ
リ
）

改
良
地
盤

砂
礫
層

加
振

方
向

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

下
部

工

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

下
部

工

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ

*

注
記
＊
：
防
波
壁
（
波
返
重
力
擁
壁
）
は
，
グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
の
効
果
を
期
待
し
な
い
設
計
と
す
る
。
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構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物

（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）

上
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る

荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交

方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）

の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な

水
平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い

こ
と
及
び
面
内
荷
重

と
し
て
強
軸
方
向
の
慣
性
力
に
よ
り
発
生
す
る
応
力
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出
結
果

×

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁

通
路
防
波
扉
（

荷
揚
場
南
）

の
上

部
工

：
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る

評
価
対
象
断
面

加
振
方
向

防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）

の
上
部
工
（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
と
一
体
構
造
）

防
波
壁
（
多
重

鋼
管
杭
式
擁
壁
）

防
波
壁
（
多
重

鋼
管
杭
式
擁
壁
）

防
波
壁
通
路
防
波
扉

（
鋼
製
扉
体
）

折れ点

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
－

4
－

5
(
5
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
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構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物
（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（

３
号
機
東
側
）

上
部
工

）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交
方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
３
号
機
東
側
）

の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な

水
平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い
こ
と
及
び
強
軸
方
向
の

慣
性

力
に

よ
り

発
生

す
る

応
力

の
影

響
は

小
さ

い
こ

と
か

ら
，
水
平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出
結
果

×

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁
通
路
防
波
扉

（
３
号
機
東
側
）
の
上
部
工

加
振
方
向

防
波
壁

（
逆
Ｔ
擁
壁
）

防
波
壁
通
路
防
波
扉

（
鋼
製
扉
体
）：
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る

評
価
対
象
断
面

防
波
壁

（
逆
Ｔ
擁
壁
）

防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
３
号
機
東
側
）

の
上
部
工
（
防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）
と
一
体
構
造
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
－

4
－

5
(
6
)
 

水
平

２
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
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表
3
－

4
－

5
(
7
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物
（

取
水

槽
除

じ
ん

機
エ

リ
ア

防
水

壁
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

作
用

し
な

い

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

水
壁

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
防

水
壁

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
水

壁

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面 加

振
方

向
加

振
方

向

固
定
ボ
ル
ト鋼
板

Ｈ
形
鋼
支
柱

基
礎
ボ
ル
ト

ベ
ー
ス
プ
レ
ー
ト

水
圧

作
用
方
向

取
水
槽
躯
体

AA

鋼
板

Ｈ
形
鋼
支
柱

梁 基
礎
ボ
ル
ト

取
水
槽
躯
体

鋼
板
下
端
固
定
材

Ａ
－
Ａ
断
面

は
り



 

153 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
復

水
器

エ
リ

ア
防

水
壁

）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

作
用

し
な

い

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

水
壁

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
防

水
壁

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
水

壁

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

加
振
方

向

正
面

図
断

面
図

は
り

柱

胴
縁

鋼
板

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト

加
振
方

向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
－

4
－

5
(
8
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
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構
造
形
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の
分
類

鋼
管
杭
基
礎
（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
下
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し

て
直

交
す

る
荷

重
の

作
用

状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
す
る

②
摩

擦
力

作
用

す
る

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

胴
体

部
に

お
い

て
，

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

，
③

慣
性

力
に

よ
る

荷
重

が
作

用
す

る
た

め
影

響
の

程
度

が
大

き
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
鋼

管
杭

基
礎

で
あ

る
防

波
壁

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁

壁
）

の
下

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

応
力

の
集

中
が

考
え

ら
れ
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。

・
下

部
工

で
は

，
上

部
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法
線

方
向

の
水

平
地

震
力
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よ

る
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土
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及
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動
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圧
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上
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工
か

ら
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荷
重
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よ
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発

生
応

力
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並
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に
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部
工
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直
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方
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の
水

平
地

震
力

に
よ

る
動

土
圧
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び

動
水

圧
に

よ
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発
生

応
力

が
足

し
合

わ
さ
れ
る
た
め
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
が

想
定

さ
れ

る
。

抽
出
結
果

○

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

 

鋼
管

杭
 

①

②
埋
戻
土

岩
盤

埋
戻
土

捨
石

下
部

工
（

鋼
管

杭
基

礎
）
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振

方
向
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構
造
形
式
の
分
類

鋼
管
杭
基
礎
（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）
下
部
工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
す

る

②
摩

擦
力

作
用

す
る

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

胴
体

部
に

お
い

て
，

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

，
上

部
工

か
ら

の
荷

重
が

作
用

す
る

た
め

影
響

の
程

度
が

大
き

い
。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
鋼

管
杭

基
礎

で
あ

る
防

波
壁

通
路

防
波

扉
（

荷
揚

場
南

）
の

下
部

工
に

は
，

左
記

に
示

す
よ

う
な

水
平

2方
向

入
力

に
よ

る
応

力
の

集
中

が
考

え
ら

れ
る

。
・

下
部

工
で

は
，

上
部

工
法

線
方

向
の

水
平

地
震

力
に

よ
る

動
土

圧
及

び
動

水
圧
と
上
部
工
か
ら
の
荷
重
に
よ
る
発
生
応
力
，
並
び
に
上
部
工
法
線

直
交
方

向
の

水
平

地
震

力
に

よ
る

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
発

生
応

力
が

足
し

合
わ

さ
れ

る
た

め
，

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

組
合

せ
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

。

抽
出

結
果

○

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

 

鋼
管
杭

 

①

②

下
部

工
（

鋼
管

杭
基

礎
）

埋
戻
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（
掘
削
ズ
リ
）

埋
戻
土

（
粘
性
土
）

E
L
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1
5
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m

扉
幅
約

5
m

岩
盤

防
波
扉

N
S

改
良
地
盤

鋼
管
杭

加
振

方
向
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：構造目地

Ｎ

屈曲部

屈曲部

屈曲部

隅角部

隅角部

隅角部

防波扉部

防波扉部A

A

A-A 断面

鋼管杭（単管）

GL EL 8.5

埋戻土
鋼管杭（多重管）

埋戻土
（粘性土）

砂礫層改良地盤

捨石

捨石

被覆石

消波ブロック

EL 15.0

上部工

下部工

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

(5) 従来設計手法における評価対象以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇所の

抽出 

(4)で抽出しなかった線状構造物のうち，防波壁（多重鋼管杭式擁壁，逆Ｔ擁壁，

波返重力擁壁）の上部工及び防波壁（波返重力擁壁）の下部工は，構造物の配置上，

屈曲部や隅角部を有する。また，浸水防止設備のうち取水槽除じん機エリア防水壁

及び復水器エリア防水壁は隅角部を有する。 

以上の構造物の構造等を考慮したうえで，従来設計手法における評価対象断面以

外の 3 次元的な応答特性を以下に示す。 

 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 

図 3－4－2 に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造目地の平面図を示す。防波

壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の屈曲部及び隅角部では，妻壁に相当する部位

を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4－2 防波壁(多重鋼管杭式擁壁)の構造目地(平面図)  
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表 3－4－6 に示すとおり，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は下部工と一

体構造であることから，これを適切にモデル化し，上部工を鉛直方向のはりとし

て設計する。屈曲部や隅角部では，妻壁側も同様に設計するが，妻壁と交差する

壁は妻壁側を固定端とし，上部工が下部工と一体構造であることを適切にモデル

化し，上部工を水平方向のはりとして設計する。 

したがって，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せを考慮した設計を行っていることから，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せに関する影響評価は不要と判断する。 

 

表 3－4－6 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の設計概要図 

 

 

 

 

 

  

一般部 隅角部（屈曲部）

鋼管杭（多重管）

上部工

鉛直方向の
はりとして設計

隅角部
（屈曲部）

妻壁
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Ｎ

：構造目地

隅角部

屈曲部

防波扉部

A

A

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

EL 8.5m

EL 15.0m

鋼管杭*

改良地盤

下部工

上部工

注記＊:鋼管杭の効果を
期待しないA-A 断面

注記＊:鋼管杭の効果を
期待しない設計とする。

b. 防波壁（逆Ｔ擁壁）の上部工 

図 3－4－3 に，防波壁（逆Ｔ擁壁）の構造目地の平面図を示す。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部位の面積が小さ

く，慣性力の影響も小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響は小さい。 

隅角部については，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接

しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4－3 防波壁(逆Ｔ擁壁)の構造目地(平面図) 
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隅角部

：構造目地

Ｎ

A

A

隅角部

屈曲部

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

岩盤

ＭＭＲ

EL 15.0m

EL 8.5m
上部工

下部工

A-A 断面

グラウンドアンカ*

注記＊:グラウンドアンカの効果を
期待しない設計とする。

c. 防波壁（波返重力擁壁）の上部工及び下部工 

図 3－4－4 に，防波壁（波返重力擁壁）の構造目地の平面図を示す。 

防波壁（波返重力擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部位の面積が

小さく，慣性力の影響も小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響は小さい。 

隅角部については，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接

しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響は小さい。 

また，防波壁（波返重力擁壁）の下部工の屈曲部や隅角部では，独立した線状

構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向

及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4－4 防波壁(波返重力擁壁)の構造目地(平面図)   
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固定ボルト

鋼板

Ｈ形鋼支柱

基礎ボルト

ベースプレート

水圧
作用方向

取水槽躯体

Ｎ

隅角部

A

A

d. 取水槽除じん機エリア防水壁の隅角部 

図 3－4－5 に，取水槽除じん機エリア防水壁の平面図及び断面図を示す。 

防水壁の隅角部では，妻壁に相当する部位を有することから，水平 2 方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸方向のせん断変形や強軸方向の曲げ

変形への影響が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－Ａ断面図 

図 3－4－5 取水槽除じん機エリア防水壁平面図及び断面図  
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ｅ. 復水器エリア防水壁の隅角部 

図 3－4－6 に，復水器エリア防水壁の設置位置図及び断面図を示す。 

復水器エリア防水壁の隅角部では，妻壁に相当する部位を有することから，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸方向のせん断変形や強

軸方向の曲げ変形への影響が懸念される。 

 

 

 

設置位置図 

 

 

断面図 

 

図 3－4－6 復水器エリア防水壁の設置位置図及び断面図  

はり 

柱 

アンカーボルト 

 

鋼板 

凡例 

〇 隅角部 

― 防水壁 
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3.4.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.4.1 の検討を踏まえ，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造

物の抽出結果を以下に示す。 

 

(1)線状構造物 

構造及び作用荷重の観点から，取水槽除じん機エリア防水壁及び復水器エリア防

水壁の隅角部を抽出する。また，従来の設計手法で対応している防波壁（多重鋼管

杭式擁壁）の上部工についても，その妥当性を確認する。 

 

(2)鋼管杭基礎 

構造及び作用荷重の観点から，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）及び防波壁通路防波

扉（荷揚場南）の下部工を抽出する。 

ここで，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は防波壁通路防波扉（荷揚場南）

の上部工よりも重量があり慣性力がより大きくなることで相対的に影響が大きい

と考えられることから，鋼管杭基礎は防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工を代表

に評価する。 
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3.4.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

(1) 線状構造物 

a. 取水槽除じん機エリア防水壁の隅角部 

(a) 評価内容 

取水槽除じん機エリア防水壁の水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響評価については，弱軸方向における構造解析にて評価した断面力を用

いることで,発生値／許容限界値が基準値以下であることを確認する。 

 

(b) 評価対象 

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す全区

間の鋼板，柱，水平材及びアンカーボルトの発生値／許容限界値のうち，最も

厳しい区間の隅角部に位置する柱及びアンカーボルトを選定する。取水槽除

じん機エリア防水壁の評価対象を図3－4－7に示す。 
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隅角部位置図             隅角部拡大図 

柱断面図（Ａ－Ａ断面）        アンカーボルト配置図 

図 3－4－7 取水槽除じん機エリア防水壁 構造概要図（隅角部）  
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(c) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査値の評価方法 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査は，従来の水平１方向及び

鉛直方向地震力が各方向１：１で入力された場合に，評価対象部位である柱及

びアンカーボルトにかかる荷重や応力を考慮し，(d) 評価条件の②発生値／

許容限界値の基準値で設定する値を用いて影響を検討する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査の算定式はⅥ-2-10-2-8「防

水壁の耐震性についての計算書」に示す方法と同様とする。 

柱及びアンカーボルトに作用する荷重を図 3－4－8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱に作用する荷重       アンカーボルトに作用する荷重 

図 3－4－8 柱及びアンカーボルトに作用する荷重 

 

(d) 評価条件 

①地震応答解析 

地震応答解析は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す

とおり水平方向の設計震度を 1.8，鉛直方向の設計震度を 0.9 とする。 

 

②発生値／許容限界値の基準値 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの裕度の基準値については，Ⅵ-2-

10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」の発生値／許容限界値 1.0 以下に

対し，水平 2 方向の地震力を考慮した発生値／許容限界値の基準値として 1/

√2(0.70)以下とする。 

  

柱 

荷重 
荷重 



 

166 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

③評価結果 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく影響評価結果を表 3－4－7 に

示す。発生値／許容限界値は基準値 0.70 以下であることを確認した。 

 

表 3－4－7 耐震評価結果（取水槽除じん機エリア防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

柱 

曲げ 45 N/mm2 235 N/mm2 0.20＜0.70 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08＜0.70 

組合せ（上向き） 

（曲げ＋引張） 
－ － － － 0.19＜0.70 

組合せ（下向き） 

（曲げ＋圧縮） 
－ － － － 0.20＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 
48 N/mm2 235 N/mm2 0.21＜0.70 

組合せ（上向き） 

（曲げ＋引張 

＋せん断） 

49 N/mm2 235 N/mm2 0.21＜0.70 

組合せ（下向き） 

（曲げ＋圧縮 

＋せん断） 

50 N/mm2 235 N/mm2 0.22＜0.70 

アンカーボルト 

引張 21 kN 40 kN 0.53＜0.70 

せん断 3 kN 35 kN 0.09＜0.70 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.26＜0.70 
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b. 復水器エリア防水壁の隅角部 

(a) 評価内容 

復水器エリア防水壁の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響

評価については，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す水

平１方向及び鉛直方向地震力に対する発生値／許容限界値が基準値 1/√2 

(0.70)以下であることを確認する。 

 

(b) 評価対象 

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す復水

器エリア防水壁のうち，発生値／許容限界値が最も大きい柱及びアンカーボル

トを選定する。 
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(c) 評価結果 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく影響評価結果を表 3－4－8

に示す。発生値／許容限界値は基準値 0.70 以下であることを確認した。 

 

表 3－4－8 耐震評価結果（復水器エリア防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

柱 

曲げ（強軸） 6 N/mm2 304 N/mm2 0.02＜0.70 

曲げ（弱軸） 42 N/mm2 325 N/mm2 0.13＜0.70 

せん断 4 N/mm2 187 N/mm2 0.03＜0.70 

圧縮 2 N/mm2 217 N/mm2 0.01＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.16＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力 ） 

51 N/mm2 325 N/mm2 0.16＜0.70 

アンカーボルト 

引張 24 kN 71 kN 0.34＜0.70 

せん断 1 kN 49 kN 0.03＜0.70 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.12＜0.70 
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弱軸方向の応答

強軸方向の応答

一般部における

評価断面

屈曲部・隅角部

における評価断面

c. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は複数の構造ブロックに分割されており，水平 2

方向及び鉛直方向地震力の組合せに対しては各ブロックが独立して挙動すると

考えられる。図 3－4－9 に示す通り，一般部の設計においては弱軸方向の地震力

を考慮するが，屈曲部や隅角部では，妻壁と交差する壁は妻壁側と固定されるた

め，妻壁の強軸方向応答による影響は軽微である。 

弱軸方向及び強軸方向の最大加速度を表 3－4－9 に示す。防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）の上部工における屈曲部や隅角部における妻壁について，強軸方向と比

較して弱軸方向の加速度が大きくなること，弱軸方向の応答を用いて評価する一

般部のうち最も厳しい結果であった曲げ軸力の照査値は 0.28（評価断面：②－②

断面，照査項目：曲げ軸力，地震動：Ｓｓ－Ｄ(－＋)）であることから，一般部

と同様に設計することで照査値に十分な裕度があるため，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せを考慮した設計となっていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4－9 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工における 

屈曲部や隅角部の設計イメージ 

 

表 3－4－9 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

弱軸方向及び強軸方向の最大加速度 

 
地震動 

弱軸方向 

加速度(m/s2） 

強軸方向 

加速度(m/s2） 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

（②－②断面） 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
24.78 13.83 

 

 

 

  



 

170 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

(2) 鋼管杭基礎 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工 

(a) 評価内容 

鋼管杭基礎の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価につ

いては，弱軸方向（評価対象断面）と強軸方向（評価対象断面に直交する断面）

におけるそれぞれの 2 次元動的有限要素法（有効応力解析）にて評価した同部

位及び同時刻の断面力を組み合わせて用いる。これにより算定した水平 2 方向

及び鉛直方向地震力による発生応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

(b) 評価対象 

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-3-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震性について

の計算書」に示す評価対象断面のうち，改良地盤部（②－②断面）及びその強

軸方向断面を選定する。 

改良地盤部（②－②断面）において，図 3－4－10 に示すように隣接するブ

ロックは屈曲部又は隅角部であるが，妻壁による効果を考慮せず強軸方向断面

をモデル化することで，強軸方向断面の断面力を保守的に算定し，水平 2 方向

及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。本断面における水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価の程度を踏まえ，他断面の水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を実施する。 

 

 

図 3－4－10 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②断面）モデル化範囲  
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(c) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査値の算定方法 

本評価においては，鋼管杭基礎の水平 1 方向照査において最も厳しい結果で

あった曲げ軸力照査にて水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響

評価を検討する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した曲げ軸力照査の算定式を以下に

示す。 

曲げモーメントは次式により算定する。 

𝑀(𝑡) = √𝑀(𝑡)弱
2
+𝑀(𝑡)強

2 

 

M(t) ：水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した時刻 t における曲げモーメ 

ント（kN・m） 

M(t)弱：時刻 t における弱軸方向の曲げモーメント（kN・m） 

M(t)強：時刻 t における強軸方向の曲げモーメント（kN・m） 

 

許容限界である降伏モーメントは次式により算定する。 

𝑀𝑦＝ ∑(𝑓𝑦𝑖 −
|𝑁𝑖|

𝐴𝑖
)𝑍𝑒𝑖  

 

Ｍy ：多重鋼管杭の降伏モーメント（kN・m） 

ｆyi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の降伏基準点（N/mm2） 

Ｚei：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面係数（mm3） 

Ｎi ：多重鋼管杭を構成する各鋼管に発生する軸力（kN） 

Ａi ：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面積（mm2） 
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(d) 評価条件 

①地震応答解析 

地震応答解析は，Ⅵ-2-10-2-3-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震性につい

ての計算書」に示す方法と同様とする。 

 

②検討ケース 

水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく耐震評価において，最も照査

値が厳しい地震動を対象に，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する検

討を行う。 

表 3－4－10 に示す改良地盤部（②－②断面）の曲げ軸力照査結果より，地震

動はＳｓ－Ｄ（－＋）を選定する。 

 

表 3－4－10 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを 

実施する地震動の選定（②－②断面） 

評価部位 地震動 
照査値 

（曲げ軸力照査） 
選定結果 

鋼管杭 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.62  

Ｓｓ－Ｄ（－＋） 0.85 ○ 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） 0.68  

Ｓｓ－Ｄ（－－） 0.81  

Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 0.19  

Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 0.22  

Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 0.51  

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 0.51  

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 0.31  

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 0.48  

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 0.46  

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 0.34  
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③評価結果 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）鋼管杭に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力を

考慮した曲げ軸力照査結果を表 3－4－11 に示す。水平 2 方向及び鉛直方向地震

力を考慮した場合でも鋼管杭の発生応力が許容限界以下であることを確認した。

また，水平 1 方向及び鉛直方向地震力において最も厳しい照査値 0.85 に対し，

水平 2 方向及び鉛直方向地震力では照査値が 0.86 となった。よって，水平 2 方

向及び鉛直方向地震力による鋼管杭への影響は，水平 1 方向及び鉛直方向地震力

の照査と比較して約 1.0％となった。 

 

表 3－4－11 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（改良地盤部（②－②断面)） 

地震動 解析ケース 

発生断面力 
降伏曲げ 

モーメント 

(kN・m) 

照査値 
曲げ 

モーメント 

(kN・m) 

軸力 

(kN) 

Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 

弱軸方向の軸力を用

いた場合 
75783 795 89056 0.85 

強軸方向の軸力を用

いた場合 
75783 2326 88320 0.86 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における評価対象断面のうち，最も照査結果が厳

しい施設護岸前出し部（③－③断面）においても水平 2 方向の影響を確認する。

施設護岸前出し部（③－③断面）の鋼管杭における水平１方向及び鉛直方向地震

力の照査値に，水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響を考慮しても照査値は

許容限界以下であることを確認した（表 3－4－12）。 

 

表 3－4－12 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（施設護岸前出し部（③－③断面）） 

 

水平 1 方向及び 

鉛直方向地震力 

水平 2 方向及び 

鉛直方向地震力 

(a) (a) × 1.01 

照査値 0.94 0.95 
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3.4.4 機器・配管系への影響 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響に対する評価対象構造物のうち，

間接支持構造物である防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工について，隅角部又は

屈曲部に支持される機器・配管系を支持していないことから影響はない。 

 

3.4.5 まとめ 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備において，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の影響を受ける可能性がある施設（部位）について，従来設計手法におけ

る保守性も考慮したうえで抽出し，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

設計に対して影響を評価した。その結果，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定し

た発生応力が許容値を満足し，施設が有する耐震性に影響のないことを確認した。 

 

 




